
修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第１編 総 則 第１編 総 則

第２章 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業 第２章 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業
務の大綱 務の大綱

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 第２節 処理すべき事務又は業務の大綱
４ 警戒宣言前の準備１ 県 １ 県

( )～( ) （略） ( )～( ) （略） 行動の実施に伴う1 25 1 25
( )警戒宣言発令時には、公共土木施設を巡視･点検し、応 ( )東海地震注意情報が発表された段階から、公共土木施設 修正26 26
急復旧に必要な人材･資機材の確認を行う。 を巡視･点検し、応急復旧に必要な人員･資機材の確認を行

う。
〔県警察〕 〔県警察〕
( )災害時又は警戒宣言発令時における警備対策及び交通対 ( )災害時又は警戒宣言発令時等における警備対策、交通対策1 1
策の企画、調整及び推進に関することを行う。 等の企画、調整及び推進に関することを行う。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 8 2 8
( )災害時又は警戒宣言発令時における交通秩序の保持を行 ( )災害時又は警戒宣言発令時等における交通秩序の保持を行9 9
う。 う。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）10 15 10 15

５ 警戒宣言前の準備２ 市町村 ２ 市町村
(1)～(20) （略） (1)～(20) （略） 行動の実施に伴う

( )東海地震注意情報が発表された段階から、応急復旧に必 修正21
要な人員･資機材の確認を行う。

３ 指定地方行政機関 ３ 指定地方行政機関
６ 名古屋食糧事務所〔東海農政局〕 〔東海農政局〕

( )～( ) （略） ( )～( ) （略） の廃止1 8 1 8
〔名古屋食糧事務所〕
( )食料の調達・供給体制を整備する。 ( )応急用食料の供給支援にあてる在庫量を調査し、調達・供1 9

給体制を整備する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 4 10 12
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
８ 東海地震に関連す〔名古屋地方気象台〕 〔名古屋地方気象台〕

( )津波予報、地震・津波情報の伝達。 ( )地震に関する観測及びその成果の収集並びにその情報の発 る情報の見直しに1 1
( )判定会招集連絡報の連絡及び大規模地震関連情報の通報 表を行う。 伴う修正2 。
( )強化地域の地震・地殻活動に関する情報(観測情報・解説 ( )次の地震及び津波に関する情報を関係機関に伝達するとと3 2
情報)の通報。 もに、報道機関の協力を求めてこれを公衆に周知する。

( )津波予報等の情報を報道機関の協力を求めて公衆に周知 ・津波予報、地震・津波情報4
するように努める。 ・東海地震に関連する情報（東海地震観測情報、東海地震

( )地震に関する観測及びその成果の収集並びに情報の発表 注意情報、東海地震予知情報）5 。
( )地震予知及び地震、津波に関する啓発活動並びに防災訓 ( )地震防災対策強化地域の地震予知及び地震、津波に関する6 3
練に対する協力。 啓発活動並びに防災訓練に対する協力。

９ 東海地震に関連す４ 自衛隊 ４ 自衛隊
( ) （略） ( ) （略） る情報の見直しに1 1
( )判定会招集に伴う措置 ( )東海地震注意情報の発表に伴う措置 伴う修正2 2
ア～エ （略） ア～エ （略）

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）3 4 3 4

５ 指定公共機関 ５ 指定公共機関
１０ 一部修正〔日本郵政公社〕 〔日本郵政公社〕

災害の態様及び公衆の被災状況等被災地の実情に応じ、次 災害の態様及び公衆の被災状況等被災地の実情に応じ、次
のとおり災害特別事務取扱い及び援護対策を実施する。 のとおり災害特別事務取扱い及び援護対策を実施する。
( ) （略） ( ) （略）1 1
( )被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、共同 ( )被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、共同募2 2
募金会又は中央共同募金会連合会にあてた救助用物資を内 金会又は共同募金会連合会にあてた救助用物資を内容とし
容とした小包郵便物の料金及び救助用又は見舞い用の現金 た小包郵便物及び救助用又は見舞い用の現金書留郵便物の
書留郵便物の料金免除を行う。 料金免除を行う。

( )為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱いを行う。 ( )郵便貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱いを行う。3 3
( )郵便振替による義援金の送金料金の免除の取扱いを実施 ( )被災者の救援を目的とする寄附金の送金のための郵便振替4 4
する。 の料金免除を行う。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）5 9 5 9
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１１ 警戒宣言前の準備〔日本赤十字社〕 〔日本赤十字社〕

( ) 警戒宣言の発令に伴い、救護班要員の確保、医療救護 ( ) 東海地震注意情報の発表に伴い、救護班要員の確保、医 行動の実施に伴う1 1
班の派遣準備を行うとともに、医療器材、医薬品、血液製 療救護班の派遣準備を行うとともに、医療器材、医薬品、 修正
剤の現有数の確認、救護資材の整備点検等を行う。 血液製剤の現有数の確認、救護資材の整備点検等を行う。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 4 2 4
( ) 義援金の受付と配分を行う。 ( ) 義援金の受付と配分を行う。5 5

なお、配分については地方公共団体の組織する配分委員 なお、配分については地方公共団体その他関係団体と配
会に送付する。 分委員会を組織して義援金の迅速公正な配分に努める。

１２ 組織改編〔水資源開発公団〕 〔独立行政法人水資源機構〕
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2

１２ 東海地震に関連す〔東邦ガス株式会社〕 〔東邦ガス株式会社〕
( ) （略） ( ) （略） る情報の見直しに1 1
( ) 判定会が招集された場合、災害対策本部を設置し、地震 ( ) 東海地震注意情報が発表された場合、災害対策本部を設 伴う修正2 2
防災応急対策の準備を行う。 置し、地震防災応急対策の準備を行う。

( ) （略） ( ) （略）3 3

１３ 警戒宣言前の準備〔 〕 〔 〕中部電力株式会社・関西電力株式会社・電源開発株式会社 中部電力株式会社・関西電力株式会社・電源開発株式会社
( ) 電力設備の災害予防措置を講ずるとともに、警戒宣言 ( ) 電力設備の災害予防措置を講ずるとともに、東海地震注 行動の実施に伴う1 1
が発せられた場合には電力施設の応急安全措置等災害予防 意情報が発表された場合、又は警戒宣言が発せられた場合 修正
に必要な応急対策を実施する。 には電力施設の応急安全措置等災害予防に必要な応急対策

を実施する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3

６ 指定地方公共機関 ６ 指定地方公共機関
１３ 警戒宣言前の準備〔各ガス事業会社〕 〔各ガス事業会社〕

( ) （略） ( ) （略） 行動の実施に伴う1 1
( ) 警戒宣言が発せられた場合には、非常体制に入る。 ( ) 東海地震注意情報が発表された場合には、非常体制に入 修正2 2

る。
( ) （略） ( ) （略）3 3

第３節 県民等の基本的責務 第３節 県民等の基本的責務
１４ 用語の修正第１ 県民の責務 第１ 県民の責務

（略）また、災害時には、初期消火を行う、近隣の負傷者、 （略）また、災害時には、初期消火を行う、近隣の負傷者、
災害弱者を助ける 避難場所で自ら活動する あるいは 国 災害時要援護者を助ける、避難場所で自ら活動する、あるい、 、 、 、
公共機関、県、市町村等が行っている防災活動に協力するな は、国、公共機関、県、市町村等が行っている防災活動に協
ど、防災への寄与に努めなければならない。 力するなど、防災への寄与に努めなければならない。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第２編 災害予防 第２編 災害予防

第３章 地盤災害の予防 第３章 地盤災害の予防
第２節 対策 第２節 対策

３４ 用語の修正４ 土砂災害の防止 ４ 土砂災害の防止
( ) 土石流危険渓流 ( ) 土石流危険渓流4 4
（略） （略）
県内には、このような土石流の発生するおそれのある土 県内には、このような土石流の発生するおそれのある土石
石流危険渓流が 渓流（うち、人家が 戸以上ある渓 流危険渓流が 渓流（うち、人家が 戸以上ある渓流3,633 5 3,633 5
流（人家 戸未満であっても官公署、学校、病院及び社会 （人家 戸未満であっても官公署、学校、病院及び社会福5 5
福祉施設等の災害弱者関連施設、駅、旅館、発電所等の公 祉施設等の災害時要援護者関連施設、駅、旅館、発電所等
共的施設のある場合を含む）が 渓流）ある（平成 の公共的施設のある場合を含む）が 渓流）ある（平1,555 15 1,555
年 月 日現在 。 成 年 月 日現在 。4 1 15 4 1） ）

条例制定５ 地盤沈下の防止 ５ 地盤沈下の防止
( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) 地盤沈下防止対策等の実施 ３４ ( ) 地盤沈下防止対策等の実施2 2
工業用水法により名古屋市の一部地域及び尾張西部 市 工業用水法により名古屋市の一部地域及び尾張西部 市21 21
町村が指定地域となっているので、指定地域内の工業用井 町村が指定地域となっているので、指定地域内の工業用井
戸について規制指導を行うとともに、愛知県公害防止条例 戸について規制指導を行うとともに、県民の生活環境の保
に基づき、尾張 市町村の区域を対象に地下水の揚水の 全等に関する条例に基づき、尾張 市町村の区域を対象に34 34
規制指導を行う （以下略） 地下水の揚水の規制指導を行う （以下略）。 。

（危険箇所等の定義）中 ３５ （危険箇所等の定義）中 用語の修正
災害弱者関連施設 災害時要援護者関連施設



5

修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第４章 公共施設の安全確保 第４章 公共施設の安全確保
第３節 交通安全施設等 第３節 交通安全施設等

４３ 一部修正１ 基本方針 １ 基本方針
災害発生時における緊急交通路の確保を図るため、指定が 災害発生時における緊急交通路の確保を図るため、交通安

予定されている緊急交通路に対し、信号機等の交通安全施設 全施設等の増強、整備に努める。
の増強、整備に努める。

４３ 一部修正２ 対策 ２ 対策
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 4 1 4
( ) 交通規制用資機材 ( ) 交通規制用資機材5 5

緊急交通路の確保等の際に使用する看板 交通規制標識 緊急交通路の確保等の際に使用する交通規制表示板等必、 、
トラ柵機の増強、整備を図る。 要な資機材の増強、整備を図る。

第11節 通信施設 第11節 通信施設
２ 対策 ２ 対策
( ) 電気通信 ( ) 電気通信1 1
ア 西日本電信電話株式会社 ５４ ア 西日本電信電話株式会社 東海地震に関連す
(ｱ)～(ｶ) （略） (ｱ)～(ｶ) （略） る情報の見直しに
(ｷ)災害用伝言ダイヤルの活用 (ｷ)災害用伝言ダイヤルの活用 伴う修正
災害用伝言ダイヤルは、被災者の安否確認を直接電話で 災害用伝言ダイヤルは、被災者の安否確認を直接電話で行
行わず、全国約 か所に配置された災害用伝言ダイヤル わず、全国約 か所に配置された災害用伝言ダイヤルセン50 50
センタを経由して行うことにより、輻輳を緩和するサービ タを経由して行うことにより、輻輳を緩和するサービスだ
スだが、震度 弱以上の地震が発生した場合は直ちに、ま が、震度 弱以上の地震が発生した場合は直ちに、また各6 6
た各種災害が発生した場合には電話の輻輳が予測される時 種災害が発生した場合には電話の輻輳が予測される時に、
に、災害用伝言サービスを提供する。 災害用伝言サービスを提供する。
なお、東海地震に関する対策としては、判定会招集時よ なお、東海地震に関する対策としては、警戒宣言前の段階
り提供を開始する。 から必要に応じ速やかに提供を開始する。

(ｸ)被災時に情報が氾濫した場合に正確な情報を把握するた 開発終了
めの情報の共有化ツール （削除）
避難所、自治体、ボランティア等を結ぶ「被災地ネット
ワーク」システムの開発
・あらかじめ又は臨機に避難所（学校、公民館 、自治）
体、市役所、警察、消防、病院等を結んだコンピュー
タネットワークの開発
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第７章 産業廃棄物の処理対策 第７章 産業廃棄物の処理対策
６６ 条例制定第２節 対策 第２節 対策

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「愛知県公害 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「県民の生活
防止条例」に基づく事業所等に対する立入検査及び各種報告 環境の保全等に関する条例」に基づく事業所等に対する立入
を基に、次の指導を行う。 検査及び各種報告を基に、次の指導を行う。

第10章 災害弱者の安全対策 第10章 災害時要援護者の安全対策
７１ 用語の修正第１節 基本方針 第１節 基本方針

近年の急速な高齢化や国際化、さらには県民のライフスタ 近年の急速な高齢化や国際化、さらには県民のライフスタ
イルの変化等に伴い、災害発生時には、高齢者、障害者、傷 イルの変化等に伴い、災害発生時には、高齢者、障害者、傷
病者、乳幼児、外国人等の災害対応能力の弱い者（以下「災 病者、乳幼児、外国人等の災害対応能力の弱い者（以下「災
害弱者 という への特別な配慮 支援が重要であり 県 害時要援護者」という ）への特別な配慮、支援が重要であ」 。） 、 、 、 。
市町村及び災害弱者が利用する社会福祉施設等の管理者（以 り、県、市町村及び災害時要援護者が利用する社会福祉施設
下「施設等管理者」という ）は、地震災害から災害弱者を 等の管理者（以下「施設等管理者」という ）は、地震災害。 。
守るための安全対策の一層の充実を図るものとする。 から災害時要援護者を守るための安全対策の一層の充実を図

るものとする。

用語の修正第２節 対策 第２節 対策
１ 社会福祉施設等における対策 １ 社会福祉施設等における対策７１
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 3 1 3
( ) 防災教育・防災訓練の実施 ( ) 防災教育・防災訓練の実施4 4
市町村及び施設等管理者は、災害弱者が自らの対応能力 市町村及び施設等管理者は、災害時要援護者が自らの対応
を高めるため、個々の災害弱者の態様に合わせた防災教育 能力を高めるため、個々の災害時要援護者の態様に合わせ
や防災訓練の充実強化を図るものとする。 た防災教育や防災訓練の充実強化を図るものとする。

７１ 用語の修正２ 在宅者対策 ２ 在宅者対策
( ) 災害弱者等の状況把握 ( ) 災害時要援護者等の状況把握1 1
（略） （略）

( ) 緊急警報システム等の整備 ( ) 緊急警報システム等の整備2 2
市町村は、災害弱者の対応能力を考慮した緊急警報シス 市町村は、災害時要援護者の対応能力を考慮した緊急警報
テムの整備を進めるとともに、地域ぐるみの避難誘導シス システムの整備を進めるとともに、地域ぐるみの避難誘導
テムの確立を図るものとする。 システムの確立を図るものとする。



7

修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
( ) 応援協力体制の整備 ７２ ( ) 応援協力体制の整備 用語の修正3 3
市町村は、被災時の災害弱者の安全と入所施設を確保す 市町村は、被災時の災害時要援護者の安全と入所施設を確
るため、医療機関、社会福祉施設、近隣住民、自主防災組 保するため、医療機関、社会福祉施設、近隣住民、自主防

織やボランティア組織、国及び他の地方公共団体等との応 災組織やボランティア組織、国及び他の地方公共団体等と
援協力体制の確立に努めるものとする。 の応援協力体制の確立に努めるものとする。
( ) 防災教育・防災訓練の実施 ( ) 防災教育・防災訓練の実施4 4

、 、市町村は、災害弱者が自らの対応能力を高めるため、個 市町村は 災害時要援護者が自らの対応能力を高めるため
々の災害弱者の態様に合わせた防災教育や防災訓練の充実 個々の災害時要援護者の態様に合わせた防災教育や防災訓
強化を図るものとする。 練の充実強化を図るものとする。

７２ 用語の修正３ 外国人等に対する防災対策 ３ 外国人等に対する防災対策
( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) 地域全体で災害弱者への支援システムや救助体制の整 ( ) 地域全体で災害時要援護者への支援システムや救助体制2 2
備に努めるものとする。 の整備に努めるものとする。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）3 4 3 4

第13章 避難対策 第13章 避難対策
第２節 対策 第２節 対策８０

用語の修正２ 避難所の整備 ２ 避難所の整備
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 3 1 3
( ) 避難所における必要面積の確保 ( ) 避難所における必要面積の確保4 4

、 、市町村は、避難者の避難状況に即した最小限のスペース 市町村は 避難者の避難状況に即した最小限のスペースを
を、次のとおり確保するとともに、避難所運営に必要な本 次のとおり確保するとともに、避難所運営に必要な本部、
部、会議、医療、災害弱者等に対応できるスペースの確保 会議、医療、災害時要援護者等に対応できるスペースの確
も不可欠である。 保も不可欠である。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）5 6 5 6
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第15章 防災訓練及び防災意識の向上 第15章 防災訓練及び防災意識の向上
第２節 対策 第２節 対策

東海地震に関連す１ 防災訓練の実施 １ 防災訓練の実施
( ) 総合防災訓練 ８６ ( ) 総合防災訓練 る情報の見直しに1 1
県は、国や市町村等防災関係機関とできる限り多くの民間 県は、国や市町村等防災関係機関とできる限り多くの民間 伴う修正

企業、住民等の協力のもとに大規模な地震災害に備えて総合 企業、住民等の協力のもとに大規模な地震災害に備えて総合
防災訓練を実施する。 防災訓練を実施する。
訓練では、地震規模や被害の想定を明確にするとともに、 訓練では、地震規模や被害の想定を明確にするとともに、

より実践的な内容となるように努め、次のとおり実施する。 より実践的な内容となるように努め、次のとおり実施する。
（略） （略）

○ 東海地震の警戒宣言発令時の地震防災応急計画の周 ○ 東海地震の警戒宣言発令時の地震防災応急計画の周
知、関係機関及び住民の自主防災体制との連携強化を目的 知、関係機関及び住民の自主防災体制との連携強化を目的
として、中央防災会議の主唱により行われる国の総合防災 として、中央防災会議の主唱により行われる国の総合防災
訓練と連携を図りながら、判定会招集に基づく非常配備員 訓練と連携を図りながら、警戒宣言の発令並びに東海地震
の参集訓練 警戒宣言発令に伴う情報の伝達･広報の訓練 注意情報及び東海地震観測情報の発表に基づく非常配備員、 、
あるいは地震防災応急対策の実施訓練などを実施する。 の参集訓練、情報の伝達･広報の訓練、地震防災応急対策の

（以下略） 実施訓練などを実施する。
（以下略）

８７ 東海地震に関連す２ 防災のための意識啓発 ２ 防災のための意識啓発
( ) 県は、地震発生時及び警戒宣言発令時に県民が的確な ( ) 県は、地震発生時及び警戒宣言発令時等に県民が的確 る情報の見直しに1 1
判断に基づき行動できるよう、市町村等と協力して、次の な判断に基づき行動できるよう、市町村等と協力して、次 伴う修正
事項を中心に地震についての正しい知識、防災対応等につ の事項を中心に地震についての正しい知識、防災対応等に
いて啓発する。 ついて啓発する。

、 、 、 、また 起震車を市町村･消防本部に貸し出すとともに また 起震車を市町村･消防本部等に貸し出すとともに
地震災害に関するビデオなどを市町村、学校等に貸し出し 地震災害に関するビデオなどを市町村、学校等に貸し出し
て、防災教育の推進を図る。 て、防災教育の推進を図る。
ア （略） ア （略）

イ 東海地震の予知に関する知識
イ 東海地域の地震･地殻情報、判定会招集連絡報、警戒 ウ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容・性格並
宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 びにこれに基づきとられる措置の内容

ウ （略） エ （略）
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
エ 地震予知情報が出された場合及び地震が発生した場合 ８８ オ 警戒宣言が発せられた場合及び地震が発生した場合に 一部修正
における出火防止、近隣の人々と協力して行う避難･救 おける出火防止、近隣の人々と協力して行う避難･救助活
助活動、初期消火及び自動車運行自粛等防災上とるべき 動、初期消火及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動
行動に関する知識 に関する知識

オ～サ （略） カ～シ （略）
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3
( ) 家庭内備蓄等の推進 ８９ ( ) 家庭内備蓄等の推進4 4

、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され 災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され
るので、 日分程度の飲料水、食料その他の生活必需品の また、警戒宣言が発せられた場合、食料その他生活必需品3
家庭内備蓄を推進する。 の入手が困難になるおそれがあるため、飲料水、食料その
また、東海地震に関する警戒宣言が発令された場合、発 他の生活必需品について、３日分程度の家庭内備蓄を推進

災による断水に備えて、緊急に貯水するよう呼びかける。 する。
また、東海地震に関する警戒宣言が発令された場合、発

災による断水に備えて、緊急に貯水するよう呼びかける。
( ) （略） ( ) （略）5 5

９０ 東海地震に関連す３ 防災のための教育 ３ 防災のための教育
( ) （略） ( ) （略） る情報の見直し及1 1
( ) 県職員に対する地震防災教育 ( ) 県職員に対する地震防災教育 び準備行動の実施2 2

県職員が一丸となって積極的に地震防災対策を推進する 県職員が一丸となって積極的に地震防災対策を推進する に伴う修正
ため、また、地域における防災活動を率先して実施するた ため、また、地域における防災活動を率先して実施するた
め、必要な知識や心構えなど次の事項を、研修会等を通じ め、必要な知識や心構えなど次の事項を、研修会等を通じ
て教育する。 て教育する。
ア （略） ア （略）

イ 東海地震の予知に関する知識
イ 東海地域の地震･地殻情報、判定会招集連絡報、警戒 ウ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容・性格並
宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 びにこれに基づきとられる措置の内容
ウ～オ （略） エ～カ （略）
カ 地震が発生した場合及び警戒宣言が発令された場合 キ 地震が発生した場合、警戒宣言が発せられた場合及び
に、とるべき行動に関する知識 東海地震に関連する情報が発表された場合にとるべき行

動に関する知識
キ～ク （略） ク～ケ （略）

( ) （略） ( ) （略）3 3
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第３編 東海地震に関する事前対策 第３編 東海地震に関する事前対策

第１章 総 則 第１章 総 則
９７ 警戒宣言前の準備第１節 東海地震に関する事前対策の意義 第１節 東海地震に関する事前対策の意義

東海地震の発生が予知され、東海地震に関する警戒宣言が 東海地震の発生が予知され、東海地震に関する警戒宣言が 行動の実施に伴う
発令された場合に、地震発生に備えて地震防災上実施すべき 発せられた場合に、地震発生に備えて地震防災上実施すべき 修正
応急の対策(地震防災応急対策)を混乱なく迅速に実施するこ 応急の対策(地震防災応急対策)を混乱なく迅速に実施するこ
とにより、地震被害の軽減を図ろうとするものである。 とにより、また、東海地震注意情報が発表された場合に、実

施すべき地震防災応急対策の準備的行動を行うことにより、
地震被害の軽減を図ろうとするものである。

［地震発生後は、第４編災害応急対策に定めるところにより ［地震発生後は、第４編災害応急対策に定めるところにより
対処する ］ 対処する ］。 。
なお、この地震防災応急対策は、大規模地震対策特別措置 なお、この地震防災応急対策は、大規模地震対策特別措置

法第６条第１項に基づく地震防災対策強化地域に関する地震 法第６条第１項に基づく地震防災対策強化地域に関する地震
防災強化計画の中核を成すものであるが、ここでは、東海地 防災強化計画の中核を成すものであるが、ここでは、東海地
震の地震防災対策強化地域における対策のみならず、強化地 震の地震防災対策強化地域における対策のみならず、強化地
域外での地震防災応急対策も併せて定める。 域外での地震防災応急対策も併せて定める。
また、地震防災強化計画には、地震防災応急対策のほか、 また、地震防災強化計画には、地震防災応急対策のほか、

東海地震に係る地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に 東海地震に係る地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に
関する事項、東海地震に係る防災訓練に関する事項、及び東 関する事項、東海地震に係る防災訓練に関する事項、及び東
海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項に 海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項に

、 、 、 、ついて定めることとされているが これらの事項については ついて定めることとされているが これらの事項については

。 。第２編災害予防において定める 第２編災害予防において定める

９８ 田原市の市制施行第３節 地震防災対策強化地域 第３節 地震防災対策強化地域
大規模地震対策特別措置法(以下｢大震法｣という｡)第３条 大規模地震対策特別措置法(以下｢大震法｣という｡)第３条第 に伴う修正

第１項に基づき、東海地震に係る地震防災対策強化地域(以 １項に基づき 東海地震に係る地震防災対策強化地域(以下｢強、
下｢強化地域｣という｡)として指定された地域は、次の 市 化地域｣という｡)として指定された地域は、次の 市町村で58 57
町村である。 ある。

54 54 14 4 24 58(昭和 年８月７日には新城市１市が強化地域に指定され （昭和 年８月７日：新城市指定、平成 年 月 日：
たが、平成 年 月 日に 市町村に拡大して指定され 市町村に指定拡大 平成 年 月 日：田原市市制施行 旧14 4 24 58 15 8 20、 （
た｡) 田原町・赤羽根町） 市町村）57
名古屋市、豊橋市、岡崎市、半田市、豊川市、津島市、碧 名古屋市、豊橋市、岡崎市、半田市、豊川市、津島市、碧

南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、常滑市、 南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、常滑市、
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、新城市 東海市 大府市 知多市 知立市 高浜市 豊明市 ９８ 新城市 東海市 大府市 知多市 知立市 高浜市 豊明市

日進市、東郷町、長久手町、七宝町、美和町、甚目寺町、大 日進市、田原市（旧田原町・赤羽根町 、東郷町、長久手町、）
治町 蟹江町 十四山村 飛島村 弥富町 佐屋町 立田村 七宝町、美和町、甚目寺町、大治町、蟹江町、十四山村、飛、 、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、八開村、佐織町、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武 島村 弥富町 佐屋町 立田村 八開村 佐織町 阿久比町
豊町、一色町、吉良町、幡豆町、幸田町、額田町、三好町、 東浦町、南知多町、美浜町、武豊町、一色町、吉良町、幡豆
設楽町 東栄町 津具村 鳳来町 作手村 音羽町 一宮町 町、幸田町、額田町、三好町、設楽町、東栄町、津具村、鳳、 、 、 、 、 、 、
小坂井町、御津町、田原町、赤羽根町、渥美町 来町、作手村、音羽町、一宮町、小坂井町、御津町、渥美町



12

修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第２章 地震災害警戒本部等の設置及び要員の参集 第２章 地震災害警戒本部等の設置及び要員の参集
９９ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針

東海地震の地震災害に関する警戒宣言(以下｢警戒宣言｣と 東海地震の地震災害に関する警戒宣言(以下｢警戒宣言｣と る情報の見直しに
いう｡)が発令された場合、県及び強化地域の市町村は地震災 いう｡)が発せられた場合、県及び強化地域の市町村は地震災 伴う修正
害警戒本部を、また、強化地域外の市町村及びその他の防災 害警戒本部を、また、強化地域外の市町村及びその他の防災
関係機関は災害対策本部あるいは地震災害警戒本部に準じた 関係機関は災害対策本部あるいは地震災害警戒本部に準じた
組織を、それぞれ速やかに設置して、地震防災応急対策を 組織を、それぞれ速やかに設置して、地震防災応急対策を実
実施する。 施する。
なお 気象庁が地震防災対策強化地域判定会(以下｢判定会｣ また、気象庁が東海地震注意情報を発表した場合は、警戒、

という｡)の招集を発表した場合は、警戒宣言時に実施する地 宣言時に実施する地震防災応急対策を混乱を避けながら円滑
震防災応急対策を混乱を避けながら円滑に講じるため、担当 に講じるため、担当職員の緊急参集等、地震防災応急対策の
職員の緊急参集等、地震防災応急対策の準備的な対応を講じ 準備的な対応を講じるものとする。
るものとする。
［東海地震に関する警戒宣言発令までの流れ］図 ［東海地震に関する警戒宣言発令までの流れ］図
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第２節 対策 第２節 対策
第１ 県地震災害警戒本部 第１ 県地震災害警戒本部９９

東海地震に関連す１ 県地震災害警戒本部の設置、廃止 １ 県地震災害警戒本部の設置、廃止
（略） （略） る情報の見直しに

なお、判定会招集連絡報を受けた場合、又は判定会招集の なお、東海地震注意情報が発表された場合は、愛知県災害 伴う修正
報道に接した場合は、愛知県災害対策実施要綱に定めるとこ 対策実施要綱に定めるところにより、県地震災害警戒本部開
ろにより、県地震災害警戒本部準備室を設置する。 設準備室を設置する。

１００ 東海地震に関連す３ 県の地震防災応急対策要員の参集 ３ 県の地震防災応急対策要員の参集
知事は、次のとおり県職員に参集を命ずるものとする。 知事は、次のとおり県職員に参集を命ずるものとする。 る情報の見直しに

・指示の時期：判定会招集連絡報を受けた時、判定会招集の ・指示の時期：東海地震注意情報が発表された時、又は警戒 伴う修正
報道に接した時、又は警戒宣言が発令された時 宣言が発せられた時

・態勢：地震警戒非常配備 ・態勢：地震警戒非常配備

１００ 警戒宣言前の準備第２ 市町村地震災害警戒本部等 第２ 市町村地震災害警戒本部等
警戒宣言が発せられた場合、強化地域の市町村長は市町村 警戒宣言が発せられた場合、強化地域の市町村長は市町村 行動の実施に伴う

地震災害警戒本部(以下、｢市町村警戒本部｣という｡)を、強 地震災害警戒本部(以下、｢市町村警戒本部｣という｡)を、強化 修正
化地域外の市町村長は災害対策本部を、それぞれ市町村地域 地域外の市町村長は災害対策本部を、それぞれ市町村地域防
防災計画に基づき設置し、的確かつ円滑にこれを運営するも 災計画に基づき設置し、的確かつ円滑にこれを運営するもの
のとする。 とする。

なお、気象庁が東海地震注意情報を発表した場合、強化地
、 。域の市町村長は 必要な職員の参集や連絡体制の確保を行う

１００ 警戒宣言前の準備第３ その他の防災関係機関の地震災害警戒組織 第３ その他の防災関係機関の地震災害警戒組織
警戒宣言が発せられた場合、地震防災応急対策を実施する 警戒宣言が発せられた場合、地震防災応急対策を実施する 行動の実施に伴う

ため、県内の指定地方行政機関、指定公共機関等の防災関係 ため、県内の指定地方行政機関、指定公共機関等の防災関係 修正
機関は、地震災害警戒本部に準じた組織を設置するものとし 機関は、地震災害警戒本部に準じた組織を設置するものとし
て、その組織内容等必要な事項を定めておくものとする。 て、その組織内容等必要な事項を定めておくものとする。

なお、気象庁が東海地震注意情報を発表した場合、必要な
職員の参集や連絡体制の確保を行う。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第３章 警戒宣言発令時等の情報伝達・収集及び広 第３章 警戒宣言発令時等の情報伝達・収集及び広
報 報

１０１ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針
警戒態勢をとるべき旨の公示、地震防災応急対策に係る措 警戒体制をとるべき旨の公示、地震防災応急対策に係る措 る情報の見直しに

置をとるべき旨の通知、地震予知情報及び判定会招集連絡報 置をとるべき旨の通知、東海地震に関連する情報（東海地震 伴う修正
の内容、地震･地殻活動に関する情報その他これらに関連す 観測情報、東海地震注意情報、東海地震予知情報）の内容、
る情報 あるいは避難状況等に関する情報の伝達については その他これらに関連する情報（以下「地震予知情報等」とい、 、
防災関係機関相互間及び各機関内部において、確実に情報を う 、あるいは避難状況等に関する情報の伝達については、。）
伝達するものとする。 防災関係機関相互間及び各機関内部において、確実に情報を
また、地震予知情報等に伴う混乱の発生を未然に防止し、 伝達するものとする。

地震防災応急対策が迅速かつ的確に行われ、被害の軽減に資 また、地震予知情報等に伴う混乱の発生を未然に防止し、
するよう、各防災関係機関は、地震に関する情報等に対応す 地震防災応急対策が迅速かつ的確に行われ、被害の軽減に資
る広報計画を作成し、これに基づき強化地域内外において広 するよう、各防災関係機関は、地震に関する情報等に対応す
報活動を実施する。 る広報計画を作成し、これに基づき強化地域内外において広

報活動を実施する。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第２節 対策 第２節 対策
第１ 警戒宣言等の伝達等 第１ 警戒宣言等の伝達等１０１

東海地震に関連す１ 伝達系統 １ 伝達系統
( ) 地震・地殻活動に関する情報、判定会招集連絡報、大 ( )東海地震に関連する情報（東海地震予知情報、東海地震注 る情報の見直しに1 1
規模地震関連情報 意情報、東海地震観測情報） 伴う修正
（系統図）中 （系統図）中
予警報一斉伝達装置 防災情報提供装置 一部修正

関係省庁 内閣府 関係省庁 一部修正

１０１ 東海地域に関する観測データに有意な変化を観測した場合 東海地震に関連す［地震・地殻活動に関する情報］ 、
東海地域に関する観測データに有意な変化を観測した 気象庁がその原因等の評価を行い、以下のような「東海地震 る情報の見直しに

場合、気象庁がその原因等の評価を行い下表のような｢東 に関連する情報」を発表する。 伴う修正
海地域の地震･地殻活動に関する情報｣を発表する。

種類 内 容 等 防災対応なお、この情報は、観測データの変化やその評価等を
・警戒宣言伝える情報であり、判定会招集連絡報や警戒宣言発令と 東 海 東海地震が発生するおそれがあると認めら

・地震災害警同様の防災対応を求めるものではない。 地 震 れた場合に発表される。また、東海地震発

戒本部設置予 知 生のおそれがなくなったと認められた場合

・地震防災応種類 内 容 等 防災対応 情 報 には、本情報解除が発表される。

急対策解説 気象庁として、プレート境界の前兆的滑り 平常時の体

・準備行動の情報 等の東海地震の前兆現象とは直接関係がな 制とする。 東 海 東海地震の前兆現象の可能性が高まったと

実施いと判断した現象及び長期的な視点等から 地 震 認められた場合に発表される 「判定会」の。

・県民への広評価･解析した地震･地殻活動に関する解説 注 意 開催については、この情報の中で伝えられ。

報観測 判定会招集には至っていないが、気象庁と 続報を逃さ 情 報 る。また、東海地震発生のおそれがなくな

情報 して観測データの推移を見守らなければそ ない連絡体 ったと認められた場合には、本情報解除が

の原因等の評価が行えない現象が発生した 制をとる。 発表される。

・情報収集連場合にその事実を発表する。 東 海 東海地域の観測データに異常が現れている

絡体制この情報は、その原因等の評価が行えるま 地 震 が、東海地震の前兆現象の可能性について

で、続報の発表日時を明らかにした上で、 観 測 直ちに評価できない場合等に発表される。

継続して情報を発表する。なお、原因等の 情 報 なお、本情報が発表された後、東海地震発

評価が行えた場合、観測データの変化が収 生のおそれがなくなったと認められた場合

まり定常状態に戻ったと判断した場合には や地震現象について東海地震の前兆現象と、

その時点でその旨を解説情報として発表し は直接関係ないと判断した場合は、この情

て終了する。 報の中で、安心情報である旨明記して発表

東海地域の地震･地殻活動に関する情報の発表は、原則として される。＊
昼間(土､日、祝日を含む)。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
［判定会招集連絡報］
判定会招集連絡報は、気象庁が強化地域に係る大規模地

震発生のおそれの有無について検討に入ったことを伝える
ものであり、判定会招集が決定した事実及びその時刻が発
表される。
［大規模地震関連情報］
判定会が招集されるに至った理由や観測成果、｢地震予

知情報｣の内容(地震の発生時期、規模、津波の予想等)、
その後の観測成果を発表する。

( ) 警戒宣言 １０２ ( ) 警戒宣言 一部修正2 2
（系統図）中 （系統図）中
内閣総理大臣 内閣総理大臣 内閣府

第２ 警戒宣言発令時等の広報 第２ 警戒宣言発令時等の広報
１０３ 東海地震に関連す１ 広報内容 １ 広報内容

広報を行う必要がある項目は おおむね次のとおりとする 広報を行う必要がある項目は おおむね次のとおりとする る情報の見直し及、 。 、 。
①地震予知情報の内容、特に県内の震度及び津波の予想 ①東海地震に関連する情報の内容、特に県内の震度及び津波 び準備行動の実施

の予想 に伴う修正
②東海地震注意情報が発表された場合及び警戒宣言が発せら
れた場合の社会的混乱を防止するための適切な対応の呼び
かけ

③東海地震注意情報が発表された場合の防災関係機関の準備
行動に関する情報

②～⑨ （略） ④～⑪ （略）
⑩混乱防止のための対応措置 （削除）
⑪ （略） ⑫ （略）

１０５ 一部修正２ 広報手段等 ２ 広報手段等
、 、 、 、 、 、広報は テレビ ラジオ等報道機関の協力を得て行うほか 広報は テレビ ラジオ等報道機関の協力を得て行うほか

地震防災信号、広報車、同報無線・有線放送、インターネッ 地震防災信号、広報車、同報無線・有線放送、インターネッ
ト又は自主防災組織等を通じる次の伝達系統により行うもの ト又は自主防災組織等を通じる次の伝達系統により行うもの
とする。 とする。
なお、外国人等情報伝達について特に配慮を要する者に対 なお、外国人等情報伝達について特に配慮を要する者に対

する対応については、外国語による表示、冊子又は外国語放 する対応については、多言語、簡単な日本語による表示、冊
送など様々な広報手段を活用して行う。 子又は外国語放送など様々な広報手段を活用して行う。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１０５ 東海地震に関連す４ 報道機関との応援協力関係 ４ 報道機関との応援協力関係

知事は、警戒宣言が発せられた場合、日本放送協会名古屋 知事は、警戒宣言が発せられた場合、日本放送協会名古屋 る情報の見直しに
放送局については｢災害時における放送要請に関する協定｣に 放送局については｢災害時における放送要請に関する協定｣に 伴う修正
より、また民間放送各社については｢災害時の放送に関する より、また民間放送各社については｢災害時の放送に関する協
協定｣により、県庁と放送局を結ぶ無線ホットライン等を通 定｣により、県庁と放送局を結ぶ無線ホットライン等を通じて
じて警戒宣言の内容、県民がとるべき措置等の放送を依頼す 警戒宣言の内容、県民がとるべき措置等の放送を依頼するも
るものとする。 のとする。
なお、判定会が招集された場合においても、必要に応じて なお、東海地震注意情報が発表された場合においても、必

報道機関に対して広報に関する協力を求めるものとする。 要に応じて報道機関に対して広報に関する協力を求めるもの
とする。

１０７ 用語の修正第３ 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等 第３ 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等
２ 報告事項・時期 ２ 報告事項・時期
（様式１）中 （様式１）中
①地震予知情報の伝達 ①東海地震予知情報の伝達

（様式２）中 １０８ （様式２）中
③地震予知情報の伝達、避難勧告・指示 ③東海地震予知情報の伝達、避難勧告・指示
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第４章 発災に備えた資機材、人員等の配備手配 第４章 発災に備えた資機材、人員等の配備手配
１０９ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針

強化地域内外の市町村、県及びその他の防災関係機関は、 強化地域内外の市町村、県及びその他の防災関係機関は、 る情報の見直し及
地震発生後に災害応急対策を迅速かつ的確に実施するため、 地震発生後に災害応急対策を迅速かつ的確に実施するため、 び準備行動の実施
警戒宣言が発せられた場合には、主要食糧や毛布等の生活必 警戒宣言が発せられた場合には、主要食糧や毛布等の生活必 に伴う修正
需品、応急復旧用資機材等の発災後の災害応急対策に必要な 需品、応急復旧用資機材等の発災後の災害応急対策に必要な
物資を調達するための手配手続き、災害応急対策に係る措置 物資を調達するための手配手続き、災害応急対策に係る措置
を実施する人員の事前配備を行うものとする。 を実施する人員の事前配備を行うものとする。
なお、判定会が招集された場合には、これらの準備的な対 なお、東海地震注意情報が発表された場合には、これらの

応を実施する。 準備的な対応を実施する。

第２節 対策 第２節 対策
第１ 主要食糧、医薬品、住宅等の確保 第１ 主要食糧、医薬品、住宅等の確保

１０９ 名古屋食糧事務所１ 主要食糧の確保 １ 主要食糧の確保
( ) 米穀 ( ) 米穀 の廃止1 1

警戒宣言が発せられた場合、県は名古屋食糧事務所と密 警戒宣言が発せられた場合、県は東海農政局（食糧部）
接な連絡をとり、県内各地に対する米穀の確保を行うもの と密接な連絡をとり、県内各地に対する米穀の確保を行う
とする （以下略） ものとする （以下略）。 。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3
(資料) (資料)
・名古屋食糧事務所････････････(附属資料第 ) ・東海農政局･･･････････････････(附属資料第 )6-1 6-1

１０９ 警戒宣言前の準備２ 医薬品等の確保 ２ 医薬品等の確保
（略） （略） 行動の実施に伴う
愛知県血液センターは、警戒宣言が発せられた旨の情報に 愛知県赤十字血液センターは、東海地震注意情報の発表に 修正

接したときは、血液製剤の確保及び供給の準備その他必要な 伴い、血液製剤の確保及び供給の準備その他必要な措置をと
措置をとる。 る。

１１０ 警戒宣言前の準備３ 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理の確保 ３ 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理の確保
県は、警戒宣言が発せられた場合、発災後に備えて事前に 県は、東海地震注意情報が発表された段階から、発災後に 行動の実施に伴う

応急仮設住宅の建設及び被災住宅の応急修理のため、社団法 備えて事前に応急仮設住宅の建設及び被災住宅の応急修理の 修正
人プレパブ建築協会及び社団法人愛知県建設業協会に対し、 ため、社団法人プレパブ建築協会及び社団法人愛知県建設業
建設、修理等の協力要請を行う。 協会に対し、建設、修理等の協力要請を行う。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第２ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 第２ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置

１１０ 東海地震に関連す１ 緊急輸送確保用の資機材・人員の配備 １ 緊急輸送確保用の資機材・人員の配備
( ) 市町村及び県は、判定会が招集された場合又は警戒宣 ( ) 市町村及び県は、東海地震注意情報が発表された段階か る情報の見直し及1 1
言が発せられた場合、発災後における緊急輸送道路を確保 ら、発災後における緊急輸送道路を確保するため、応急復 び準備行動の実施
するため、応急復旧用の資機材･人員の確保等の準備を行 旧用の資機材の確認、人員の確保等の措置を講ずるものと に伴う修正
うものとする。 する。

( ) 県公安委員会は、警戒宣言が発せられた場合、居住者 ( ) 県公安委員会は、警戒宣言が発せられた場合、居住者等2 2
等の避難の円滑な実施を図り、又は緊急輸送車両等の通行 の避難の円滑な実施を図り、又は緊急輸送車両等の通行路
路を確保するため、交通規制標識又は交通規制用広報看板 を確保するため、交通規制標示板等を必要箇所に設置する
を必要箇所に設置するものとする。 ものとする。

( ) （略） ( ) （略）3 3

１１０ 警戒宣言前の準備２ 給水確保用の資機材･人員の配備 ２ 給水確保用の資機材･人員の配備
( ) 水道事業者及び水道用水供給事業者は、警戒宣言が発 ( ) 水道事業者及び水道用水供給事業者は、東海地震注意情 行動の実施に伴う1 1
せられた場合、発災後の給水確保のため、給水用資機材、 報が発表された段階から、発災後の給水確保のため、給水 修正
水道施設の応急復旧用資機材及び人員の配備等を実施する 用資機材、水道施設の応急復旧用資機材の整備点検を行う
ものとする。 ものとする。
また、水道事業者及び水道用水供給事業者は、水道の工 また、警戒宣言が発せられた場合、給水用資機材、水道

事業者及び｢水道災害相互応援に関する覚書｣を締結してい 施設の応急復旧用資機材及び人員の配備等を実施するとと
る県内の水道事業者と連絡を密にして、災害時の緊急体制 もに 水道の工事業者及び｢水道災害相互応援に関する覚書｣、
を整えるものとする。 を締結している県内の水道事業者と連絡を密にして、災害

時の緊急体制を整えるものとする。
( ) 県工業用水道事業者は、警戒宣言が発せられた場合、 ( ) 県工業用水道事業者は、東海地震注意情報が発表された2 2
各施設について必要な点検･巡視を実施し、応急対策への 段階から、各施設について必要な点検･巡視を実施し、応急
準備、情報収集･伝達方法の確認、所要人員の確保に努め 対策への準備、情報収集･伝達方法の確認、所要人員の確保
る。 に努める。

( ) 県は、警戒宣言が発せられた場合、水道事業者からの ( ) 県は、東海地震注意情報が発表された段階から、水道事3 3
応援要請に備え、県有資機材の整備点検を行うとともに、 業者からの応援要請に備え、県有資機材の整備点検を行う
｢水道災害相互応援に関する覚書｣に基づく｢愛知県水道震 とともに、警戒宣言が発せられた場合には、｢水道災害相互
災広域応援実施要綱(案)｣により広域応援体制を整える。 応援に関する覚書｣に基づく｢愛知県水道震災広域応援実施

要綱(案)｣により広域応援体制を整える。

１１１ 警戒宣言前の準備３ 下水道確保用の資機材･人員の配備 ３ 下水道確保用の資機材･人員の配備
各下水道管理者は、警戒宣言が発せられた場合、次の措置 各下水道管理者は、東海地震注意情報が発表された段階か 行動の実施に伴う

をとる。 ら、次の措置をとる。 修正
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１１１ 東海地震に関連す４ 電力供給確保用の資機材･人員の配備 ４ 電力供給確保用の資機材･人員の配備

中部電力株式会社は、判定会招集連絡報の伝達を受けた場 中部電力株式会社は 東海地震注意情報が発表された場合 る情報の見直しに、 、
合、社内に警戒体制を発令し地震災害警戒本部等を設置し、 社内に警戒体制を発令し、地震災害警戒本部等を設置し、次 伴う修正
次の措置を講ずる。 の措置を講ずる。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2

１１１ 東海地震に関連す５ 都市ガス供給用の資機材･人材の配備 ５ 都市ガス供給用の資機材･人員の配備
東邦ガス株式会社及びその他のガス事業会社は、判定会招 東邦ガス株式会社及びその他のガス事業会社は、東海地震 る情報の見直しに

集連絡報の伝達を受けた場合、社内に警戒体制を発令し災害 注意情報が発表された場合、社内に警戒体制を発令し災害対 伴う修正
対策本部を設置して、次の措置を講ずる。 策本部を設置して、次の措置を講ずる。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2

１１１ 東海地震に関連す６ 通信確保用の資機材･人員の配備 ６ 通信確保用の資機材･人員の配備
( ) 県は、判定会招集連絡報を受けた場合又は判定会招集 ( ) 県は、東海地震注意情報が発表された場合において、発 る情報の見直しに1 1
の報道に接した場合において、発災後の災害応急対策を迅 災後の災害応急対策を迅速かつ的確に実施するため、あら 伴う修正
速かつ的確に実施するため、あらかじめ県庁及び地方機関 かじめ県庁及び地方機関に配備している防災行政無線の整
に配備している防災行政無線の整備･確認を行い、事前に 備･確認を行い、事前に相互の連絡調整を図るものとする。
相互の連絡調整を図るものとする。

( ) 西日本電信電話株式会社、株式会社エヌ･ティ･ティ･ド ( ) 西日本電信電話株式会社、株式会社エヌ･ティ･ティ･ド2 2
コモ東海は、判定会招集連絡報を受けた場合、災害応急対 コモ東海は、東海地震注意情報を受けた場合、災害応急対
策を迅速かつ的確に実施するため、あらかじめ配備してあ 策を迅速かつ的確に実施するため、あらかじめ配備してあ
る復旧用資機材、車両等の所在及び数量等の確認、広域応 る復旧用資機材、車両等の所在及び数量等の確認、広域応
援計画に基づく必要な手配を実施するものとする。 援計画に基づく必要な手配を実施するものとする。

１１１ 警戒宣言前からの７ 浸水対策用の資機材･人員の配備 ７ 浸水対策用の資機材･人員の配備
県は、市町村が備蓄する浸水対策用資機材に不足を生ずる 県は、市町村が備蓄する浸水対策用資機材に不足を生ずる 準備行動の実施に

ような緊急事態に際し応援するため、これらの資機材を整備 ような緊急事態に際し応援するため、これらの資機材を整備 伴う修正
するものとする。 するものとする。
また、県及び市町村は、水害の防止及び軽減についての活 また、県及び市町村は、水害の防止及び軽減についての活

動が他の防災活動と一体となって、迅速かつ強力に推進でき 動が他の防災活動と一体となって、迅速かつ強力に推進でき
るよう、警戒宣言発令時の非常配備の体制を整えるものとす るよう、非常配備などの体制を整えるものとする。
る。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１１２ 警戒宣言前の準備10 医療救護用の資機材･人材の配備 10 医療救護用の資機材･人員の配備

( ) 市町村は、警戒宣言が発令された場合、応急的な医療 ( ) 市町村は、東海地震注意情報が発表された段階から、応 行動の実施に伴う1 1
救護活動の実施のための準備をする。 急的な医療救護活動の実施のための準備をする。 修正

( ) 県は、市町村からの応援要請に対応するため、警戒宣 ( ) 県は、市町村からの応援要請に対応するため、東海地震2 2
言が発令された場合には、応急的な医療活動を実施するた 注意情報が発表された段階から、応急的な医療活動を実施
めに必要な医療救護班の編成･派遣の準備を行う。 するために必要な医療救護 班の編成･派遣の準備を行う。

( ) 日本赤十字社愛知県支部は、警戒宣言発令時には、災 ( ) 日本赤十字社愛知県支部は、東海地震注意情報が発表さ3 3
害の発生に備え、救護要員の確保、医療救護班の派遣準備 れた段階から、災害の発生に備え、救護要員の確保、医療
を行うとともに、血液製剤の確保及び供給の準備を行う。 救護班の派遣準備を行うとともに、血液製剤の確保及び供

給の準備を行う。
( ） 国立病院及び国立療養所は、地震発生後の緊急事態発 ( ） 国立病院及び国立療養所は、地震発生後の緊急事態発4 4
生に備え、警戒宣言が発令された場合には、医療救護班等 生に備え、東海地震注意情報が発表された段階から、医療
の準備体制をとる。 救護班等の準備体制をとる。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第５章 発災に備えた直前対策 第５章 発災に備えた直前対策
１１３ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針

警戒宣言が発令された場合、地震被害の軽減を図るため、 警戒宣言が発せられた場合、地震被害の軽減を図るため、 る情報の見直し及
防災関係機関及び地域住民等は一体となって冷静かつ迅速 防災関係機関及び地域住民等は一体となって冷静かつ迅速に び準備行動の実施、
に、発災に備えた直前対策をとるものとする。 発災に備えた直前対策をとるものとする。 に伴う修正
なお、判定会が招集された場合、これらの準備的な対応を なお、東海地震注意情報が発表された場合、これらの準備

実施する。 的な対応を実施する。

第２節 避難等対策 第２節 避難等対策
第１ 市町村が行う避難対策 第１ 市町村が行う避難対策１１３
( ) 市町村は、東海地震によるがけ崩れ、津波により大被 ( ) 市町村は、警戒宣言が発せられた場合において避難指示 一部修正1 1
害が予想される地域の範囲を、あらかじめ地域防災計画に 等の対象となるべき津波危険予想地域、がけ地崩壊危険地
おいて、警戒宣言発令時の避難勧告･指示等の対象地区と 域等の範囲（以下「避難対象地区」という ）を、あらか。
して定め、対象地区の範囲、想定される危険の種類、避難 じめ地域防災計画において、警戒宣言発令時の避難勧告･指
場所、避難ルート、その他避難に関する注意事項を、関係 示等の対象地区として定め、対象地区の範囲、想定される
地区住民に対して周知するものとする。 危険の種類、避難地、避難ルート、その他避難に関する注
なお、津波に係る避難対象地区においては、観光客、海 意事項を、関係地区住民に対して周知するものとする。

水浴客、釣り人等の外来者の避難対策を講じておくものと なお、津波に係る避難対象地区においては、観光客、海
する。 水浴客、釣り人等の外来者の避難対策を講じておくものと

する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3
( ) 避難場所で運営する避難生活は、原則として屋外によ ( ) 避難地で運営する避難生活は、原則として屋外によるも 用語の修正4 4
るものとする。ただし、高齢者、障害者、疾病者、乳幼児 のとする。ただし、高齢者、障害者、疾病者、乳幼児等災
等災害弱者の保護のため、安全性を勘案のうえ、必要に応 害時要援護者の保護のため、安全性を勘案のうえ、必要に
じて屋内における避難生活を運営できるものとする。 応じて屋内における避難生活を運営できるものとする。

( ) 避難対象地区内の居住者等が避難地まで避難するため ( ) 避難対象地区内の居住者等が避難地まで避難するための 一部修正5 5
の方法については、徒歩によるものとする。ただし、山間 方法については、徒歩によるものとする。ただし、山間地
地等で避難地までの距離が遠く、徒歩による避難が著しく 及び津波の被害が想定される半島部で、避難地までの距離
困難な避難対象地区の居住者等については、地域ごとの実 が遠く、徒歩による避難が著しく困難な避難対象地区の居
情に応じて車両の活用の適否を検討するなど、避難行動の 住者等については、地域ごとの実情に応じて必要最小限の
実効性を確保するよう努めるものとする。 車両の活用の適否を検討するなど、避難行動の実効性を確

保するよう努めるものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
( ) 市町村は、あらかじめ自主防災組織単位に、在宅の老 １１３ ( ) 市町村は、あらかじめ自主防災組織単位に、在宅の老 一部修正6 6
人、乳幼児、障害者、病人、妊産婦等、避難にあたり他人 人、乳幼児、障害者、病人、妊産婦等、避難にあたり他人
の介護を要する者の人数及び介護者の有無等の把握に努め の介護を要する者の人数及び介護者の有無等の把握に努め
るとともに、必要な支援を行うものとする。 るとともに、必要な支援を行うものとする。
また、避難にあたり他人の介護を必要とする者を収容す なお、避難にあたり他人の介護を必要とする者を収容す

る施設のうち市町村が管理する施設については、収容者の る施設のうち市町村が管理する施設については、収容者の
救護のために必要な措置を講ずるものとする。 救護のために必要な措置を講ずるものとする。

また、外国人に対する情報伝達においては、多言語、簡
単な日本語による伝達ができるように配慮する。

( ) 市町村は、外国人、出張者及び旅行者等について、関 ( ) 市町村は、出張者及び旅行者等について、関係事業者と 一部修正7 7
係事業者と連携しつつ 避難誘導等適切な対応を実施する 連携しつつ、避難誘導等適切な対応を実施する。特に、帰、 。
特に、滞留旅客の避難対策については、事前に鉄道事業者 宅困難者、滞留旅客の避難対策については、事前に鉄道事
と十分調整しておくものとする。 業者と十分調整しておくものとする。

１１４ 警戒宣言前の準備第４ 海上における避難対策 第４ 海上における避難対策
( ) 名古屋海上保安部は、警戒宣言が発せられた場合、船 ( ) 名古屋海上保安部は、東海地震注意情報が発表された 行動の実施に伴う1 1
舶、臨海施設等に対して、あらかじめ定める伝達系統によ 段階から、船舶、臨海施設等に対して、あらかじめ定める 修正
り 警戒宣言その他地震に関する情報の伝達･周知を行う 伝達系統により、警戒宣言その他地震に関する情報の伝達･、 。

周知を行う。
名古屋海上保安部は、警戒宣言が発せられた場合、遊 名古屋海上保安部は、東海地震注意情報が発表された段(2) (2)

泳者等に対して、船舶、航空機により、警戒宣言その他地 階から、遊泳者等に対して、船舶、航空機により、警戒宣
震に関する情報の周知を図る。 言その他地震に関する情報の周知を図る。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）3 5 3 5

１１５ 警戒宣言前の準備第５ 児童生徒等の安全対策 第５ 児童生徒等の安全対策
(1) 児童生徒等の安全を確保するため、警戒宣言発令時に (1) 児童生徒等の安全を確保するため、強化地域内外におい 行動の実施に伴う
おいて、原則として、強化地域内外において次のとおり取 ては、東海地震注意情報が発表された場合、原則として、 修正
り扱うものとする。 次のとおり取り扱うものとする。

ア 児童生徒等が在校中の場合には、授業、部活動等を中止 ア 児童生徒等が在校中の場合には、授業、部活動等を中止
し、あらかじめ定められた方法に基づき速やかに下校させ し、あらかじめ定められた方法に基づき速やかに下校させ
る。 る。

イ 児童生徒等が登下校中の場合には、あらかじめ定められ イ 児童生徒等が登下校中の場合には、あらかじめ定められ
た方法に基づき速やかに帰宅するよう指導する。 た方法に基づき速やかに帰宅するよう指導する。

ウ 児童生徒等が在宅中の場合には、休校として、児童生徒 ウ 児童生徒等が在宅中の場合には、休校として、児童生徒
等は登校させない。 等は登校させない。

( ) （略） ( ) （略）2 2
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
(3) 警戒宣言発令時における公共交通機関の運行中止、交 １１５ （削除）
通規制などにより、児童生徒等の保護が困難になることが
予測される場合は地域の実情に応じて、判定会招集時から
の具体的な対応方法を定めておくものとする。

( ) 警戒宣言が発せられた場合等の対応方法については、 ( ) 東海地震注意情報が発表された場合の対応方法について4 3
あらかじめ児童生徒及び保護者、その他関係者に周知して は、あらかじめ児童生徒及び保護者、その他関係者に周知
おくものとする。 しておくものとする。

( ) （略） ( ) （略）5 4

第３節 消防、浸水等対策 第３節 消防、浸水等対策
１１５ 警戒宣言前の準備第１ 市町村が行う対策 第１ 市町村が行う対策

市町村は、警戒宣言が発せられた場合、消防機関及び水防 市町村は、警戒宣言が発せられた場合、消防機関及び水防 行動の実施に伴う
団が出火及び混乱の防止等に関して講ずる措置として、市町 団が出火及び混乱の防止等に関して講ずる措置として、市町 修正
村地域防災計画及び消防計画に基づいて、次の事項を重点と 村地域防災計画及び消防計画に基づいて、次の事項を重点と
して推進するものとする。 して推進するものとし、東海地震注意情報が発表された場合

においても、資機材の点検・整備等準備行動を行う。
、 、 、また 発災後の迅速な消火 救急救助活動を確保するため

東海地震注意情報が発表された段階から、消防本部における
準備等必要な体制をとるものとする。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 9 1 9

１１６ 警戒宣言前の準備第２ 県が行う対策 第２ 県が行う対策
県は、警戒宣言が発せられた場合、次の消防、浸水等対策 県は 東海地震注意情報が発表された段階から 次の消防 行動の実施に伴う、 、 、

を行う。 浸水等対策を行う。 修正
( ) 報道機関の協力を得て 住民に対し 火気使用の自粛 ( ) 警戒宣言が発せられた場合は、報道機関の協力を得て、1 1、 、 、
消火の準備等、火災の発生防止、初期消火などについて広 住民に対し、火気使用の自粛、消火の準備等、火災の発生
報を行う。 防止、初期消火などについて広報を行う。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 4 2 4

１１６ 警戒宣言前の準備第３ その他の管理者が行う対策 第３ その他の管理者が行う対策
愛知県水防計画に位置づけられた水防上重要な施設の管理 愛知県水防計画に位置づけられた水防上重要な施設の管理 行動の実施に伴う

者は、警戒宣言が発せられた場合、地震発生時の安全な避難 者は、東海地震注意情報が発表された段階から、地震発生時 修正
及び二次災害防止を図るため、巡回監視、土嚢設置などの必 の安全な避難及び二次災害防止を図るため、巡回監視、土嚢
要な対策を講ずる。 の準備などの必要な対策を講ずる。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第４節 警備対策 第４節 警備対策

１１６ 一部修正第１ 県警察 第１ 県警察
県警察は、警戒宣言が発せられた場合における混乱、交通 県警察は、警戒宣言が発せられた場合等における混乱、交

混雑及び犯罪の発生を防止するため、早期に警備体制を確立 通混雑及び犯罪の発生を防止するため、早期に警備体制を確
し、民心の安定を図るため、強化地域内外で次の警備活動を 立し、民心の安定を図るため、強化地域内外で次の警備活動
重点として推進する。 を重点として推進する。

、 。 、 。( ) 警備対策並びに交通対策の企画 調整及び推進を行う ( ) 警備対策並びに交通対策等の企画 調整及び推進を行う1 1
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 13 2 13

第５節 飲料水、電気、ガス、通信及び放送関係 第５節 飲料水、電気、ガス、通信及び放送関係
１１７ 東海地震に関連す第２ 電気 第２ 電気

中部電力株式会社は、地震災害予防及び災害復旧にとって 中部電力株式会社は、地震災害予防及び災害復旧にとって る情報の見直しに
必要不可欠な条件となっている電力を円滑に供給するため、 必要不可欠な条件となっている電力を円滑に供給するため、 伴う修正
警戒宣言が発せられた場合の地震防災応急対策として次の措 警戒宣言が発せられた場合等の地震防災応急対策として次の
置を講ずる。 措置を講ずる。
( ) 電力施設の予防措置 ( ) 電力施設の予防措置1 1

地震予知情報に基づき、電力施設に関する次の予防措置 東海地震注意情報又は、警戒宣言に基づき、電力施設に
を講ずる （以下略） 関する次の予防措置を講ずる （以下略）。 。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3

１１８ 東海地震に関連す第３ ガス 第３ ガス
る情報の見直しに１ 都市ガス １ 都市ガス

東邦ガス株式会社は、都市ガスを円滑に供給するため、警 東邦ガス株式会社は、都市ガスを円滑に供給するため、警 伴う修正
戒宣言等が発せられた場合、地震防災応急対策として、次の 戒宣言等が発せられた場合、地震防災応急対策として、次の
措置を講ずる。 措置を講ずる。
また、他の都市ガス事業会社は、これに準じた措置をとる また、他の都市ガス事業会社は、これに準じた措置をとる

ものとする。 ものとする。
( ) 供給の継続 ( ) 供給の継続1 1

警戒宣言が発せられた場合においても、使用に支障を来 警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの供給を継
たさない範囲で各工場からの供給に減圧措置を実施しつ 続する。
つ、ガスの供給を継続する。

( ) （略） ( ) （略）2 2
( ) 避難等の要請 ( ) 帰宅等の要請3 3

判定会が招集された場合、本社及び事業所等の見学者、 東海地震注意情報が発表された場合、本社及び事業所等
訪問者等に対して 判定会が招集された旨を伝達し 避難 の見学者、訪問者等に対して、注意情報が発表された旨を、 、 、
帰宅等を要請する。 伝達し、帰宅等を要請する。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）4 5 4 5
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１１８ 東海地震に関連す第４ 通信 第４ 通信

西日本電信電話株式会社は、警戒宣言が発せられた場合、 西日本電信電話株式会社は、警戒宣言が発せられた場合、 る情報の見直しに
通信の疎通が著しく困難となる事態が予想されるため、地震 通信の疎通が著しく困難となる事態が予想されるため、地震 伴う修正
防災応急対策実施上の重要通信を確保するため次の措置を行 防災応急対策実施上の重要通信を確保するため次の措置を行
う。また、他の通信会社は、これに準じた措置をとるものと う。また、他の通信会社は、これに準じた措置をとるものと
する。 する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2
( ) 災害用伝言ダイヤルの提供(エヌ・ティ・ティ・コミュ ( ) 災害用伝言ダイヤルの提供(エヌ・ティ・ティ・コミュ3 3
ニケーションズ株式会社) ニケーションズ株式会社)
判定会が招集された場合、直ちに災害伝言用ダイヤルを 警戒宣言前の段階から必要に応じ速やかに災害伝言用ダ

提供する。 イヤルを提供する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）4 5 4 5

１１９ 一部修正第６節 生活必需品の確保 第６節 生活必需品の確保
警戒宣言が発令された場合、避難対象地区以外の住民は、

耐震性が確保された自宅での待機等安全な場所で行動するも
のとし、各自で食料等生活必需品を確保するよう平常時から
これについての周知徹底に努める。
国及び県･市町村は、警戒宣言が発せられた場合、食料等 国及び県･市町村は、警戒宣言が発せられた場合、食料等の

の生活必需品の売り惜しみ、買占め及び物価高騰が生じない 生活必需品の売り惜しみ、買占め及び物価高騰が生じないよ
よう、関係する生産団体、流通団体等に対して、安定して供 う、関係する生産団体、流通団体等に対して、安定して供給
給するよう要請するものとする。 するよう要請するものとする。
また、強化地域外の生活必需品を扱うスーパーマーケット また、強化地域外の生活必需品を扱うコンビニエンススト

及び小売店舗に対して、警戒宣言が発せられた場合にも極力 ア等小売店舗に対して、警戒宣言が発せられた場合にも極力
営業を行うよう関係団体を通じ要請し、強化地域内にあって 営業を行うよう関係団体を通じ要請し、強化地域内にあって
も生活必需品等を販売する小規模小売店の営業の要請に努め も、生活必需品等を販売するコンビニエンスストア等小売店
るものとする。 舗の営業の要請に努めるとともに、必要となる物資の輸送に

ついての対策を講じるものとする。
なお、各家庭においては、警戒宣言発令時には市町村から 各家庭においては、警戒宣言発令時には市町村から食料等

食料を始めとする物資は原則として供給されず、また、地震 生活必需品は原則として支給されないおそれがあること、ま
発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想されることを た、地震発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され
考慮し、３日分程度の飲料水、食料を始めとする生活必需品 ることを考慮し、３日分程度の飲料水、食料を始めとする生
を、常時家庭内に備蓄しておかなければならない。 活必需品を、常時家庭内に備蓄しておかなければならない。

なお、県、市町村は、平常時からこれらの対応についての
周知徹底に努める。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２１ 一部修正第８節 郵政事業対策 第８節 郵政事業対策

第１ 強化地域内の郵便局の措置 第１ 強化地域内の郵便局の措置
( ) 警戒宣言が発せられた時点から、郵便局における業務 ( ) 警戒宣言が発せられた時点から、郵便局における業務の1 1
の取扱を停止する。 取扱いを停止する。
なお、為替貯金等に関する事務の窓口取扱時間内に警 なお、郵便貯金等に関する事務の窓口取扱時間内に警戒

戒宣言が発せられた場合は、預金者の緊急な資金需要にこ 宣言が発せられた場合は、預金者の緊急な資金需要にこた
たえるため、普通郵便局及び集配特定郵便局において郵便 えるため、普通郵便局及び集配特定郵便局において郵便貯
貯金の払戻金払渡しの窓口取扱いを行う。 金の払戻金の払渡しの窓口取扱いを行う。

( ) （略） ( ) （略）2 2
( ) 警戒宣言が発せられた場合は、郵便局における窓口取扱3
いを行う事務の種類及び取扱時間等を局前に掲示する

( ) （略） ( ) （略）3 4

第９節 交通対策 第９節 交通対策
１２２ 警戒宣言前の準備第１ 道路 第１ 道路

行動の実施に伴う１ 運転者のとるべき措置の周知 １ 運転者のとるべき措置の周知
県、県公安委員会及び道路管理者は、以下に示す運転者の 県、県公安委員会及び道路管理者は、東海地震注意情報が 修正

とるべき措置について周知徹底を図るものとする。 発表された段階から、警戒宣言時の交通規制等の情報につい
( ) 車両の運転中に警戒宣言が発せられた場合、次により てあらかじめ情報提供するとともに、以下に示す運転者のと1
行動する。 るべき措置について周知徹底を図るものとする。
ア 警戒宣言が発せられたことを知ったときは、地震の発 ( ) 車両の運転中に警戒宣言が発せられたことを知ったとき1
生に備えて直ちに低速走行に移行するとともに、カーラジ は、地震の発生に備えて直ちに低速走行に移行するととも
オ等により継続して地震情報や交通情報を聞き、その情報 に、カーラジオ等により継続して地震情報や交通情報を聞
に応じて行動すること。 き、その情報に応じて行動すること。
イ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場 ( ) 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所2
所に移動しておくこと。やむをえず道路上に置いて避難す に移動しておくこと。やむをえず道路上に置いて避難する
るときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、 ときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、エ
エンジンキーは付けたままとし、窓は閉め、ドアはロック ンジンキーは付けたままとし、窓は閉め、ドアはロックし
しないこと。駐車するときは、避難する人の通行や地震防 ないこと。駐車するときは、避難する人の通行や地震防災
災応急対策･災害応急対策の実施の妨げとなるような場所 応急対策･災害応急対策の実施の妨げとなるような場所には
には駐車しないこと。 駐車しないこと。

( ) 避難のために車両を使用しないこと。ただし、山間地2
等で避難地までの距離が遠く、徒歩による避難が著しく困
難として市町村が指定した避難対象地区の居住者等につい
ては、車両による避難ができるものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第２ 鉄道 第２ 鉄道

１２５ 警戒宣言に伴う強化地域内の運行停止による旅客の混乱を 新規
軽減するため、各鉄道事業者は、警戒宣言前の段階から、警
戒宣言時の運行規制等についてあらかじめ情報提供するとと
もに、不要不急の旅行や出張等を控えるよう要請するものと
する。また、警戒宣言までは、需要に応えるため極力運行を
継続する。なお、強化地域内で震度６弱未満かつ津波等の被
害のおそれがない地域について、安全に運行可能と判断した
場合は、警戒宣言が発せられた場合においても運行を継続で
きるものとする。

１２５ 一部修正１ 中部運輸局 １ 中部運輸局
、 、 、 、 、 、中部運輸局は 鉄道について 警戒宣言が発せられた場合 中部運輸局は 鉄道について 警戒宣言が発せられた場合

次のとおり指導する。 次のとおり指導する。
( ) 強化地域内へ進入する予定の列車は 進入を制限する ( ) 強化地域内へ進入する予定の列車は、進入を禁止する。1 1、 。
( ) （略） ( ) （略）2 2

１２５ 東海地震に関連す２ 東海旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社 ２ 東海旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社
判定会招集時及び警戒宣言発令時における列車、旅客等の 東海地震注意情報発表時及び警戒宣言発令時における列車 る情報の見直しに、

安全を確保するため、次の措置を講ずるものとする。 旅客等の安全を確保するため 次の措置を講ずるものとする 伴う修正、 。
( ) 判定会招集時 ( ) 東海地震注意情報発表時1 1
ア 列車の運転規制 ア 列車の運転取扱
警戒宣言が発せられたときの列車の運転規制手配を円 ａ 旅客列車については、運行を継続する。ただし、長距a
滑に行い、かつ、運転規制による旅客への影響を少なく 離夜行列車については、強化地域への進入を禁止する。
するため、次によりあらかじめ列車の運転規制手配を行 ｂ 貨物列車については、強化地域への進入を禁止する。
うものとする。
( ) 判定会招集報を受領したときは、強化地域内を運転a
中又は強化地域内へ進入する予定の貨物列車等について
は、原則として抑止等の手配を行う。

( ) 判定会招集を受領したときは、強化地域内を旅行目的b
地としない旅客を主として輸送する列車(新幹線のぞみ
号･ひかり号、特別急行列車)については、原則として強
化地域への入込みを規制する。
なお、強化地域内を運転中の旅客列車は、原則として

そのまま運転を継続する。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
前項の運転規制の方法については、あらかじめ定めて １２６b
おくものとする。

イ 旅客への案内等 イ 旅客への案内等
判定会招集が報道された場合、旅客等に対して警戒宣言 東海地震注意情報が発表されたときには旅客等に対し、

が発せられたときは、列車の運転を中止すること等状況を 情報を伝達し、列車の運転状況、警戒宣言が発令された場
説明し、旅行の中止等を促すようにするものとする。 合の列車の運転計画を案内する。
なお、強化地域の境界付近を内方へ向かって運転中の列

車の旅客に対しては、状況により最寄りの駅で強化地域外
へ向かう列車に移乗することを案内するものとする。

( ) 警戒宣言発令時 ( ) 警戒宣言発令時2 2
ア 列車の運転規制 ア 列車の運転取扱
ａ 警戒宣言が発せられたときの列車の運転規制手配は ａ 警戒宣言発令後、次の各号に掲げる列車の運転取扱い、
次による。 を実施することとする。
( ) 強化地域内への列車の入込みは、原則として規制す （新幹線）a
る。 ( ) 想定震度が６弱以上の地域への進入を禁止する。a
( ) 当該地域内を運転中の列車は、原則として最寄の安 ( ) 想定震度が６弱以上の地域内を運行中の列車は、最b b
全な駅その他の場所まで安全な速度で運転して停止させ 寄りの駅まで安全な速度で運転して停車する。
る。 ( ) 想定震度が６弱未満の地域においては、名古屋・新c

( ) 周辺地域(強化地域外地震影響圏)での列車の運転は 大阪駅間については運行を継続する。c 、
あらかじめ定められた規制速度により行う。 この場合、強化地域内については、安全な速度で運
ｂ 警戒宣言が解除されたときは、必要により車両、線 転する。
路、信号装置等の機能確認等を行った後、列車の運行を （在来線）
再開するものとする。 ( ) 強化地域への進入を禁止する。a

( ) 強化地域内を運行中の列車は最寄りの安全な駅そのb
他の場所まで安全な速度で運転して停車する。

( ) 強化地域外においては、折り返し設備等を勘案し区c
、 。間を定め 必要に応じ速度を制限して運行を継続する

イ 旅客の待機、救護等 イ 旅客への対応
ａ 駅舎内の旅客及び駅に停止した列車内旅客は、自己 ａ 警戒宣言が発せられたときには、その情報を伝達する
の責任において行動を希望するものを除き、原則として とともに、予め定めた方法及び内容により、列車の運転
駅舎内又は列車内に残留させるものとする。ただし、列 状況について案内する。
車の停止が長時間となった場合、危険が見込まれるとき ｂ 滞留旅客が発生した場合は、自らの判断において行動
及び発災後は地方自治体の定める避難地へ旅客を避難さ する者を除き、関係地方自治体の定める避難地へ避難さ
せることとし、あらかじめ関係地方自治体と協議してお せる等の必要な措置をとる。
くものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２６ 東海地震に関連す３ 名古屋鉄道株式会社 ３ 名古屋鉄道株式会社

( ) 判定会招集報の受領時及び報道時 ( ) 東海地震注意情報発表時 る情報の見直しに1 1
ア 警戒宣言発令時には列車の運転を中止する旨を、旅客 ア 列車の運行 伴う修正
に知らせる。 (ｱ) 東海地震注意情報を受領した時点では、平常通り運行

イ 早く帰宅するよう旅客にＰＲする。 する。
ウ 地震が発生すると地下駅や橋上駅は危険である旨を知 (ｲ) 情報の受領時期にもよるが、基本的には旅客ができる
らせる。 だけ早く帰宅できるように輸送力を増強する。

エ ターミナル駅は混雑が予想されるため、旅客の誘導を イ 旅客への対応
行うとともに、警察官等の増備を依頼する。 (ｱ) 旅客に対して、警戒宣言が発せられた場合には、列車

オ 情報の受領時期にもよるが、基本的には旅客ができる の運転を中止する旨を伝え、速やかな帰宅を促す案内を
だけ早く帰宅できるように輸送力を増強する。 実施する。

(ｲ) 地震が発生した場合には地下駅や橋上駅は危険である
旨を知らせる。

(ｳ) 東海地震注意情報の内容を旅客に説明し、落ち着いて
行動するよう呼びかける。

(ｴ) ターミナル駅は混雑が予想されるため、旅客の誘導を
行うとともに、必要に応じ警察官等の増備を依頼するこ
ともある。

( ) 警戒宣言発令時 ( ) 警戒宣言発令時2 2
ア 強化地域内の列車は、強化地域外に直ちに脱出し、強 ア 列車の運行
化地域外へ脱出できない列車は、予め定めた最寄の駅に (ｱ) 強化地域内の列車は、強化地域外に直ちに脱出し、強
停車し、旅客を安全な場所に案内する。 化地域外へ脱出できない列車は、あらかじめ定めた最寄

イ 強化地域外の列車は、強化地域内へ進入せず、予め定 の駅に停車し、旅客を安全な場所に案内する。
めた駅での折り返し運転を行う。 (ｲ) 強化地域外の列車は、強化地域内へ進入せず、予め定

めた駅での折り返し運転を行う。
イ 旅客への対応
(ｱ) 東海地震に関連する情報及び列車の運行情報等を、駅
又は車内での案内放送、急告板の掲出等により、旅客に
案内する。

(ｲ) 強化地域内の駅構内及び列車内の旅客に対しては、最
寄りの避難場所へ避難するよう案内するとともに、強化
地域外での列車折り返し駅までの案内を実施する。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２７ 東海地震に関連す４ 近畿日本鉄道株式会社 ４ 近畿日本鉄道株式会社

( ) 列車の運行 ( ) 列車の運行 る情報の見直しに1 1
(ｱ) 判定会招集報を受領したときは、平常どおり運行す (ｱ) 東海地震注意情報を受領したときは、平常どおり運行 伴う修正
る。 する。
ただし、旅客の帰宅対策として、状況に応じて輸送力 ただし、旅客の帰宅対策として、状況に応じて輸送力

の増強を検討する。 の増強を検討する。
(ｲ) 強化地域内を運転中の列車は、警戒宣言が発令され (ｲ) 強化地域内を運転中の列車は、警戒宣言が発せられた

、 。た場合、原則として最寄の駅で運転を中止するものとす 場合 原則として最寄の駅で運転を中止するものとする
る。

、 、 、(ｳ) 警戒宣言が解除されたときは、必要により車両、線 (ｳ) 警戒宣言が解除されたときは 必要により車両 線路
路、信号装置等の機能確認を行った後、列車の運行を再 信号装置等の機能確認を行った後、列車の運行を再開す
開するものとする。 るものとする。

( ) 旅客への案内 ( ) 旅客への案内2 2
(ｱ) 判定会招集を確認した場合、旅客等に対し、警戒宣 (ｱ) 東海地震注意情報を確認した場合、旅客等に対し、警
言が発せられたときは列車の運転を中止する旨を説明 戒宣言が発せられたときは列車の運転を中止する旨を説
し、旅行の中止等を勧めるものとする。 明し、旅行の中止等を勧めるものとする。
(ｲ) 警戒宣言が発令された場合、構内及び列車内の旅客 (ｲ) 警戒宣言が発せられた場合、構内及び列車内の旅客
に対して、公共の避難場所への避難を勧告するものとす に対して、公共の避難場所への避難を勧告するものとす
る。 る。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２７ 東海地震に関連す５ 名古屋市営地下鉄 ５ 名古屋市営地下鉄

( ) 判定会招集報受領時 ( ) 東海地震注意情報発表時 る情報の見直しに1 1
ア 運行に関する措置 ア 運行に関する措置 伴う修正
平常通り運行する。 平常通り運行する。

、 、 。 、 、 。なお 利用者の状況により さらに輸送力の確保を図る なお 利用者の状況により さらに輸送力の確保を図る
イ 利用者への案内及び広報 イ 利用者への案内及び広報
(ｱ)～(ｴ) （略） (ｱ)～(ｴ) （略）

( ) 警戒宣言発令時 ( ) 警戒宣言発令時2 2
ア 運行に関する措置 ア 運行に関する措置

、 、 。 、 、 。すべての列車は 最寄りの駅に停車し 運行を中止する すべての列車は 最寄りの駅に停車し 運行を中止する
イ 利用者への案内及び広報 イ 利用者への案内及び広報
(ｱ)～(ｴ) （略） (ｱ)～(ｴ) （略）
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２８ 新規６ 愛知環状鉄道株式会社

( ) 東海地震注意情報発表時1
ア 列車の運行
(ｱ) 東海地震注意情報が発表された段階では、原則として
運転を継続する。

(ｲ) 状況に応じ、輸送力の増強を図る。
イ 旅客への対応
(ｱ) 東海地震注意情報の内容を旅客に説明し、落ち着いて
行動するよう呼びかける。

(ｲ) 警戒宣言が発せられた場合には列車の運転を中止する
旨を伝え、旅行等の中止を呼び掛ける。

( ) 警戒宣言発令時2
ア 列車の運行
(ｱ) 強化地域内の列車は、指定駅で停車し、以後運転を中
止する。

(ｲ) 強化地域外の列車は、強化地域内への進入を禁止し、
運転は状況に応じて行うものとする。

イ 旅客への対応
(ｱ) 警戒宣言が発せられたこと及び列車の運行状況につい
て、駅・車内放送や掲示板により案内する。

(ｲ) 駅構内及び列車内の旅客に対しては、原則として公共
の避難場所への避難を、放送、掲示及び案内図の配布に
より案内する。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２８ 新規７ 豊橋鉄道株式会社

( ) 東海地震注意情報発表時1
ア 列車（運行車）の運行
(ｱ) 平常通り運行する。
イ 旅客への対応
(ｱ) 東海地震注意情報の内容を旅客に説明し、落ち着いて
行動するよう呼びかける。

(ｲ) 警戒宣言が発せられた場合には列車（運行車）の運転
を中止する旨を伝え、旅行等の中止や速やかな帰宅を呼
び掛ける。

( ) 警戒宣言発令時2
ア 列車（運行車）の運行
運転中の列車（運行車）は、指定された避難留置駅（停

留場）で停車し、以後の運転は休止する。
イ 旅客への対応
(ｱ) 警戒宣言が発せられたこと及び全列車（運行車）の運

、 （ ） 、転中止について 駅 停留場 または車内での案内放送
警戒板の掲出等により、旅客に案内する。

(ｲ) 駅（停留場）及び列車（運行車）内の旅客に対する避
難誘導措置を行う。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１２９ 東海地震に関連す第３ バ ス 第３ バ ス

路線バス事業者は、乗客等の安全を確保するため、原則と 路線バス事業者は、乗客等の安全を確保するため、原則と る情報の見直しに
して、強化地域においては次の措置を講ずるものとする。 して、強化地域においては次の措置を講ずるものとする。 伴う修正
( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) 判定会招集時又は警戒宣言発令時における情報の収集･ ( ) 東海地震注意情報が発表された場合又は警戒宣言が発せ2 2
伝達経路についてあらかじめ定めておく。特に、運行車両 られた場合における情報の収集･伝達経路についてあらかじ
の乗務員は、ラジオ、サイレン、標識等による情報収集に め定めておく。特に、運行車両の乗務員は、ラジオ、サイ
努めるものとする。 レン、標識等による情報収集に努めるものとする。

( ) 判定会が招集された場合、警戒宣言発令時には車両の ( ) 東海地震注意情報が発表された場合、乗客に対して、警3 3
運行を中止することを予告する。 戒宣言が発せられた場合には車両の運行を中止する旨を伝

え、速やかな帰宅を促す。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）4 6 4 6

第４ 海上交通 第４ 海上交通１２９
一部修正１ 名古屋海上保安部 １ 名古屋海上保安部

名古屋海上保安部は、警戒宣言が発せられた場合、海上交 名古屋海上保安部は、警戒宣言が発せられた場合、海上交
通の安全を確保するための応急対策として、次の措置をとる 通の安全を確保するために、次の措置をとるものとする。
ものとする。
(1)～( ) （略） (1)～( ) （略）4 4

１３０ 新規第10節 病院、診療所
、 、 、病院 診療所は 東海地震注意情報が発表された段階から

院内放送等により、医師等の職員、入院患者及び外来患者等
に対し情報を伝達するとともに、被害の発生防止、医療機能
の維持に努める。
なお、強化地域内の病院、診療所については、警戒宣言が

発せられたときの外来診療を原則として中止するものとする
が、耐震性を有するなど安全性が確保されている場合は、地
域の医療を確保するため、診療を継続することができるもの
とする。

１３０ 新規
第11節 百貨店等
警戒宣言が発せられた場合、強化地域内の百貨店等は、原

則として営業を中止するものとするが、耐震性を有するなど
安全性が確保されている場合は、食料品及び日用雑貨等の生
活必需品に対する地域の需要に応えるため、営業を継続する
ことができるものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第10節 緊急輸送 第12節 緊急輸送

１３１ 一部修正第４ 緊急輸送用の車両の確保 第４ 緊急輸送車両等の確保
( ) 県、市町村及び関係機関は、地震防災応急対策のため ( ) 県、市町村及び関係機関は、地震防災応急対策のため1 1
の緊急輸送あるいは発災後の緊急輸送等に備えて、緊急輸 の緊急輸送あるいは発災後の緊急輸送等に備えて、緊急輸
送用の車両の確保を図るものとする。 送用車両及びヘリポート等の確保を図るものとする。
確保すべき車両の数量、及び確保先との連絡手段をあら 確保すべき車両の数量、及び確保先との連絡手段をあら

かじめ定めておく。 かじめ定めておく。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 3 2 3

１３１ 一部修正第５ 緊急輸送車両の事前申請及び確認 第５ 緊急輸送車両の事前届出及び確認
緊急輸送を行う計画のある車両を保有する指定行政機関等 緊急輸送を行う計画のある車両を保有する指定行政機関等

にあっては、緊急輸送車両であることの確認を迅速･円滑に にあっては、緊急輸送車両であることの確認を迅速･円滑に受
受けるため、県公安委員会が別に定めるところにより、県公 けるため、県公安委員会が別に定めるところにより、県公安
安委員会(県警察本部)へ緊急輸送車両の事前申請を行うこと 委員会(県警察本部)へ緊急輸送車両の事前届出を行うことと
とする。 する。
（以下略） （以下略）

１３２ 一部修正第11節 警戒宣言発令時の帰宅困難者対策 第13節 警戒宣言発令時の帰宅困難者・滞留旅客対策
警戒宣言が発令され、交通機関が運行停止等の措置をとっ 警戒宣言が発せられ、交通機関が運行停止等の措置をとっ

た場合、通勤・通学者、買物客等には、帰宅が困難になる者 た場合、通勤・通学者、買物客等には、帰宅が困難になる者
が相当数生じることが見込まれることから、その発生抑制や が相当数生じることが見込まれることから、市町村は、帰宅
帰宅支援の方策を検討し、対策を講じるものとする。 困難者、滞留旅客の保護等のため、避難所の設置や帰宅支援
第４編第 章に定めるところに準じるが、警戒宣言が発 等必要な対策を講じるものとする。20

令された場合、交通機関が運行停止等の措置をとる対象路線 市町村以外で避難誘導及び保護を実施すべき機関において
地域の範囲は事前に想定されることから、次のとおり、これ は、規制等の結果生じる帰宅困難者、滞留旅客に対する具体
を踏まえた対策を講じるものとする。 的な避難誘導、保護並びに食料等のあっせん、市町村が実施

する活動との連携体制等の措置を講ずるものとする。
( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) 事業所等は、従業員、学生、顧客等に対し、判定会招 ( ) 事業所等は、従業員、学生、顧客等に対し、東海地震注2 2
集時から正確な情報を提供することとし、警戒宣言発令時 意情報が発表された段階から正確な情報を提供することと
には交通機関が運行停止する旨の情報を提供して事前の帰 し、警戒宣言が発せられた場合には交通機関が運行停止す

。宅困難者発生抑制に努める。 る旨の情報を提供して事前の帰宅困難者発生抑制に努める



37

修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第６章 県が管理又は運営する施設に関する対策 第６章 県が管理又は運営する施設に関する対策
１３３ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針

県は、警戒宣言が発せられた場合、自ら管理･運営する道 県は 警戒宣言が発せられた場合 自ら管理･運営する道路 る情報の見直しに、 、 、
路 河川･海岸 港湾･漁港 不特定かつ多数が出入する施設 河川･海岸、港湾･漁港、不特定かつ多数が出入する施設、あ 伴う修正、 、 、 、
あるいは地震防災応急対策の実施上重要な建物に関して、地 るいは地震防災応急対策の実施上重要な建物に関して、地震
震発生に備えた対策を速やかに実施するものとする。 発生に備えた対策を速やかに実施するものとする。
なお、判定会招集連絡報を受けた場合又は判定会招集の報 なお、東海地震注意情報が発表された場合は、これらの対

道に接した場合、これらの対策の準備的な対応を実施する。 策の準備的な対応を実施する。

第２節 対 策 第２節 対 策
１３３ 警戒宣言前の準備第１ 道 路 第１ 道 路

予想される道路の被害は 法面の崩落 高盛土箇所の崩落 予想される道路の被害は 法面の崩落 高盛土箇所の崩落 行動の実施に伴う、 、 、 、 、 、
路面のき裂、沈下、橋りょうの損壊等が想定される。 路面のき裂、沈下、橋りょうの損壊等が想定される。 修正

、 、 、このため、県は、警戒宣言が発せられた場合は、次のとお このため 県は 東海地震注意情報が発表された段階から
。り所管道路における管理上の措置をとるものとする。 次のとおり所管道路における管理上の措置をとるものとする

( ) 道路情報板、道路パトロールカーを活用して、警戒宣 ( ) 道路情報板、道路パトロールカー等を活用して、東海地1 1
言、地震予知情報、運転手のとるべき措置を道路利用者に 震注意情報、東海地震予知情報、警戒宣言その他地震に関
伝達する。 する情報及び運転手の取るべき措置を道路利用者に伝達す

る。
なお、東海地震観測情報が発表された場合においても、

道路表示板により、その内容を伝達するものとする。
、 、 、 、( ) 道路パトロールカーにより巡視を実施して 交通状況 ( ) 道路パトロールカー等により巡視を実施して 交通状況2 2

工事中箇所、通行止め箇所を把握し、必要に応じ工事中の 工事中箇所、通行止め箇所を把握する。
道路における工事の中断等の措置をとる。

( ) 必要な安全対策を講じたうえで、原則として工事中の道3
路における工事の中断等の措置をとる。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）3 5 4 6

１３３ 警戒宣言前の準備第２ 河川及び海岸 第２ 河川及び海岸
( ) （略） ( ) （略） 行動の実施に伴う1 1
( ) 県は、警戒宣言が発せられた場合は、( )に定めた対応 ( ) 県は、東海地震注意情報が発表された段階から( )に定 修正2 1 2 1
を行うものとする。 めた対応を行うものとする。
堤防 排水機場・水門等のうち 特に重要な施設では 堤防、排水機場・水門等のうち、特に重要な施設では、、 、 、

直後の点検、応急復旧が実施できる準備をあらかじめ定め 直後の点検、応急復旧が実施できる準備をあらかじめ定め
るものとする。 るものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１３４ 警戒宣言前の準備第３ 港湾･漁港 第３ 港湾･漁港

行動の実施に伴う１ 港湾･漁港施設 １ 港湾･漁港施設
港湾･漁港施設は、水際線に近接し、一般的に軟弱な地盤 港湾･漁港施設は、水際線に近接し、一般的に軟弱な地盤上 修正

上に建設されている場合が多く、地震の直接被害の他、津波 に建設されている場合が多く、地震の直接被害の他、津波に
による二次災害が想定されるので、警戒宣言が発せられた場 よる二次災害が想定されるので、東海地震注意情報が発表さ
合には、所管する港湾･漁港において次の措置をとるものと れた段階から、所管する港湾･漁港において次の措置をとるも
する。 のとする。
( ) 必要に応じて所管する施設の巡視･点検を行い、状況に ( ) 必要に応じて所管する施設の巡視･点検を行い、状況に1 1
応じて応急の措置をとる。また、工事中の箇所がある場合 応じて応急の措置をとる。また、工事中の箇所がある場合
は、工事の中断等の措置をとる。 は、必要な安全対策を講じたうえで、原則として工事の中

断等の措置をとる。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）2 5 2 5

１３４ 警戒宣言前の準備２ 貯木場 ２ 貯木場
港湾施設の貯木場については、木材の流出により航路･泊 港湾施設の貯木場については、木材の流出により航路･泊地 行動の実施に伴う

地等港湾施設の機能障害を来たす恐れがあるので、警戒宣言 等港湾施設の機能障害を来たすおそれがあるので、東海地震 修正
が発せられた場合は、所管する貯木場について次の措置をと 注意情報が発表された段階から、所管する貯木場について次
る。 の措置をとる。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2
( ) 避難の指示等、施設利用者の安全を確保する。 ( ) 場内の民間事業所の従業員の帰宅開始を促すなど、施設3 3

利用者の安全を確保する。
( )～( ) （略） ( )～( )4 5 4 5
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１３４ 東海地震に関連す第４ 不特定かつ多数の者が出入りする施設 第４ 不特定かつ多数の者が出入りする施設

強化地域内外において県が管理する庁舎、学校、病院、社 強化地域内外において県が管理する庁舎、県民が利用する る情報の見直し及
会福祉施設等の管理上の措置は おおむね次のとおりとする 施設、学校、病院、社会福祉施設等の管理上の措置は、おお び準備行動の実施、 。

むね次のとおりとする。 に伴う修正
１ 一般的事項 １ 一般的事項
( ) 警戒宣言等の情報伝達及び退避等の措置 ( ) 警戒宣言等の情報伝達及び退避等の措置1 1
ア 観測情報等が発表された場合 ア 東海地震観測情報が発表された場合

、 、 、強化地域内外の庁舎、施設において、庁舎への来訪者、 庁舎 県民が利用する施設においては 庁舎への来訪者
施設利用者に対して、観測情報等の伝達に努める。 施設利用者に対して、東海地震観測情報の伝達に努める。
イ 判定会が招集された場合 イ 東海地震注意情報が発表された場合
強化地域内の庁舎、施設においては、判定会が招集され （庁舎）

た旨及び警戒宣言が発令された場合には交通機関が運行停 庁舎への来訪者に対して、東海地震注意情報が発表され
止等の措置をとる旨を、庁舎への来訪者、施設利用者に対 た旨及び警戒宣言が発せられた場合には強化地域内の交通
して、的確、簡潔に伝達し、帰宅等を促すものとする。 機関が運行停止等の措置をとる旨を、的確、簡潔に伝達す
また、強化地域外の庁舎、施設においては、判定会が招 るとともに、原則として、庁舎からの退避を促す。

集された旨及び、施設の特性に応じて警戒宣言が発令され （県民が利用する施設）
た場合には強化地域内では交通機関が運行停止等の措置を 施設利用者に対して、東海地震注意情報が発表された旨
とる旨についても 庁舎への来訪者 施設利用者に対して 及び警戒宣言が発せられた場合には強化地域内の交通機関、 、 、
的確、簡潔に伝達する。 が運行停止等の措置をとる旨を、的確、簡潔に伝達すると

ともに、施設からの退避を誘導し、原則として、施設等を
閉館する。

ウ 警戒宣言が発令された場合 ウ 警戒宣言が発せられた場合（東海地震注意情報等が発表
庁舎への来訪者、施設利用者に対して、警戒宣言が発令 されることなく突発的に発せられた場合を含む）

された旨を的確、簡潔に伝達するとともに、安全確保を図 （庁舎）
るため、庁舎、施設等から退避するよう誘導する。 来訪者に対して、警戒宣言が発せられた旨を的確、簡潔

に伝達するとともに、庁舎からの退避を誘導し、原則とし
て、窓口業務を停止する。
（県民が利用する施設）

、 、 、施設利用者に対して 警戒宣言が発せられた旨を 的確
簡潔に伝達するとともに、施設からの退避を誘導し、原則
として、施設等を閉館する。

( ) その他の措置 ( ) その他の措置2 2
強化地域内外の庁舎、施設において、警戒宣言が発令され 強化地域内外の庁舎、施設において、警戒宣言が発せられ

た場合、次の措置をとるなど、発災に備えるとともに、判定 た場合、次の措置をとるなど、発災に備えるとともに、東海
会が招集された場合、その準備的な対応を行い、必要な体制 地震注意情報が発表された場合には、その準備的な対応を行
を整えるものとする。 い、必要な体制を整えるものとする。
ア～オ （略） ア～オ （略）
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１３５ 一部修正２ 学校 ２ 学校

強化地域内外の県立高等学校及び盲･聾･養護学校において 強化地域内外の県立高等学校及び盲･聾･養護学校において
は、本編第５章第２節に定めるところによる。 は、本編第５章第２節に定めるところによる。
なお、当該学校に保護を必要とする生徒等がいる場合、こ なお、当該学校に保護を必要とする生徒等がいる場合、こ

れらの者に対する保護の措置を講じるものとする。 れらの者に対する保護の措置を講じるものとする。
また、県立大学及び強化地域内外の看護専門学校、高等技 また、県立大学及び強化地域内外の看護専門学校、高等技

術専門校、障害者職業能力開発校においては、県立高等学校 術専門校、障害者職業能力開発校、消防学校、農業大学校に
等の例に準じるものとする。 おいては、県立高等学校等の例に準じるものとする。

１３５ 警戒宣言前の準備３ 病院 ３ 病院
強化地域内外の県立病院においては、警戒宣言が発令され 強化地域内外の県立病院においては、本編第５章第 節に 行動の実施及び警10

た場合、診療に関して次の措置をとるものとする。 定めるところによるが、診療等に関して次の措置をとるもの 戒宣言時の対応の
( ) 外来患者の診療は、救急の患者を除き原則として中止 とする。 見直しに伴う修正1
する。 ( ) 東海地震注意情報が発表された場合1
( ) 入院患者のうち退院可能な患者及び帰宅を希望する患 ア 注意情報が発表された旨及び警戒宣言が発せられた場2
者については、医師の判断により退院･帰宅させる。 合には交通機関の運行が規制される旨を、病院の利用者

に的確・簡潔に伝達し、帰宅等を促すものとする。
イ 診療は継続する。
ウ 耐震性を有し、安全性が確保されている病院において
は、帰宅を希望する入院患者は医師の判断により帰宅さ
せる。耐震性が十分でない病院においては、退院・帰宅
が可能な患者はできる限り退院・帰宅させる。

(2) 警戒宣言が発せられた場合
ア 耐震性を有し、安全性が確保されている病院について
は、診療を継続する。耐震性が十分でない病院について
は、救急の場合を除き外来診療は中止する。
イ 手術は緊急やむを得ない場合を除き原則として中止す
る。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
１３６ 一部修正４ 社会福祉施設 ４ 社会福祉施設

強化地域内外の社会福祉施設においては、情報の伝達や避 強化地域内外の社会福祉施設においては、情報の伝達や避
難等に当たって特に配慮を必要とする者が入所又は利用して 難等に当たって特に配慮を必要とする者が入所又は利用して
いる場合が多いことから、これらの者の保護及び保護者への いる場合が多いことから、これらの者の保護及び保護者への
引き継ぎの方法については、施設の種類や性格を十分に考慮 引き継ぎの方法については、施設の種類や性格及び個々の施
し、各施設において警戒宣言発令時の避難等の安全確保のた 設の耐震性を十分に考慮し、各施設において警戒宣言が発せ
めの具体的な措置を定めるものとする。 られた場合の避難等の安全確保のための具体的な措置を定め

るものとする。

１３６ 警戒宣言前の準備第６ 工事中の建築物等に対する措置 第６ 工事中の建築物等に対する措置
強化地域内外において、工事中の建築物その他工作物又は 強化地域内外において、工事中の建築物その他工作物又は 行動の実施に伴う

施設については、警戒宣言が発せられた場合、安全対策を講 施設については、東海地震注意情報が発表された場合、安全 修正
じた上で、原則として工事を中止するものとする。 対策を講じた上で、原則として工事を中止するものとする。
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第８章 県民のとるべき措置 第８章 県民のとるべき措置
１３９ 東海地震に関連す第１節 基本方針 第１節 基本方針

警戒宣言が発せられた場合、県民は、それぞれの家庭及び 警戒宣言が発せられた場合、県民は、それぞれの家庭及び る情報の見直しに
職場において、個人又は共同で、地震被害を最小限にとどめ 職場において、個人又は共同で、地震被害を最小限にとどめ 伴う修正
るために必要な措置をとるものとする。 るために必要な措置をとるものとする。

また、東海地震観測情報及び東海地震注意情報が発表され
た場合においても、今後の情報に注意する。

第２節 対 策 第２節 対 策
１３９ 一部修正１ 家庭においてとるべき措置 １ 家庭においてとるべき措置

( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) 警戒宣言が発せられた場合には、津波危険予想地域、が2
け地崩壊危険地域など避難対象地区内の居住者等にあって
は、市町村の指示に従い、指定された避難地へすみやかに
避難するものとする。避難対象地区以外の居住者等は、耐
震性が確保された自宅や庭、自宅付近の広場、空き地等で
の待機等安全な場所で行動するものとする。また、このた
め、あらかじめ自宅の耐震点検等を行うものとし 、その、
耐震性を十分把握しておくものとする。
なお、各家庭で食料、生活用品や、屋外での避難・待機

等に備えた防寒具、雨具等を準備するものとする。
( ) （略） ( ) （略）2 3
( ) とりあえず、身の安全を確保することができる場所を ( ) とりあえず、身の安全を確保することができる場所を確3 4
確保し、家具等の転倒防止やガラスの飛散防止措置をとる 保し、家具等の転倒防止やガラスの飛散防止措置を確認す
こと。 るものとする。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）4 9 5 10
( ) 自主防災組織は配置につくこと。 ( ) 自主防災組織は情報収集伝達体制を確保するものとす10 11

る。
( ) （略） ( ) （略）11 12

１４０ 一部修正２ 職場においてとるべき措置 ２ 職場においてとるべき措置
( ) （略） ( ) （略）1 1
( ) とりあえず、身の安全を確保することのできる場所を ( ) とりあえず、身の安全を確保することのできる場所を2 2
確保し、ロッカー等の転倒防止やガラスの飛散防止措置を 確保し、ロッカー等の転倒防止やガラスの飛散防止措置
とること。 を確認するものとする。

( )～( ) （略） ( )～( ) （略）3 11 3 11
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第４編 災害応急対策 第４編 災害応急対策

第３章 津波予報、地震情報等の伝達 第３章 津波予報、地震情報等の伝達
第２節 対策 第２節 対策
１ 情報等の種類・内容等 １ 情報等の種類・内容等１５３
( )津波予報区 第１図 ( )津波予報区 第１図 新規2 2

〔愛知県が属する津波予報区の関係市町村〕
愛知県外海

豊橋市、田原市、渥美町
伊勢・三河湾

名古屋市、豊橋市、半田市、碧南市、刈谷市
西尾市、蒲郡市、常滑市、 東海市、知多市
高浜市、田原市 、飛島村、弥富町、東浦町、、
南知多町、美浜町、武豊町、一色町、吉良町、
幡豆町、御津町、渥美町

※海岸線を有しないが河川遡上の可能性のある市町村
豊川市、蟹江町、十四山村、小坂井町

１５４ 組織改編２ 津波予報、地震情報等の伝達 ２ 津波予報、地震情報等の伝達
（伝達系統図）中 （伝達系統図）中

（東海旅客鉄道㈱・中部電力㈱・名古屋港管理組合 （東海旅客鉄道㈱・中部電力㈱・名古屋港管理組合

近畿日本鉄道㈱名古屋営業局・東邦瓦斯㈱） 近畿日本鉄道㈱鉄道事業本部名古屋輸送統括部・東邦瓦斯㈱）

（注） １５４ （注） 一部修正
１ （略） １ （略）
２ 伝達方法 ２ 伝達方法
名古屋地方気象台からの伝達は、予警報一斉伝達装置に 名古屋地方気象台からの伝達は、防災情報提供装置又は

よる。 予警報一斉伝達装置による。

防 災 関 係 機 関 防 災 関 係 機 関
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第４章 被害状況等の収集・伝達 第４章 被害状況等の収集・伝達
第２節 対策 第２節 対策
４ 重要な災害情報の収集伝達 ４ 重要な災害情報の収集伝達
伝達要領 伝達要領
５ 鉄道施設被害 １７２ ５ 鉄道施設被害 組織改編

７ 電力施設被害 １７３ ７ 電力施設被害 組織改編

１８０ 組織改編５ 海上流出油等に関する情報の収集、伝達系統 ５ 海上流出油等に関する情報の収集、伝達系統
（伝達系統図）中 （伝達系統図）中

第９章 避難・救出 第９章 避難・救出
第１節 避難計画 第１節 避難計画

１９９ 用語の修正３ 対策 ３ 対策
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2
( ) 避難の誘導等 ( ) 避難の誘導等3 3
（略） （略）
また、災害弱者の情報把握については、社会福祉施 設 また、災害時要援護者の情報把握については、社会福祉施

、 。を含め、民生委員や地域住民と連携して行うものとする。 設を含め 民生委員や地域住民と連携して行うものとする
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）4 5 4 5

第２節 救出計画 第２節 救出計画
２００ 用語の修正２ 基本方針 ２ 基本方針

（略） （略）
また、救出にあたっては、高齢者、障害者、傷病者、乳幼 また、救出にあたっては、高齢者、障害者、傷病者、乳幼

児、外国人等の災害弱者を優先する。 児、外国人等の災害時要援護者を優先する。

中部運輸局

総務部総務課

中部運輸局

交通環境部情報・防災課

近畿日本鉄道株式会社

（名古屋営業局運輸部運行課）

TEL 0593 54 7021（ ） －

近畿日本鉄道株式会社鉄道事業本部

（名古屋輸送統括部運転車両部運転課）

TEL 0593 54 7011（ ） －

関西電力株式会社東海支社

（ ）支社長室総務･広報グループ

TEL 052 931 1521（ ） －

関西電力株式会社東海支社

（総務･広報グループ）

TEL 052 931 1521（ ） －
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

第11章 津波応急対策 第11章 津波応急対策
第２節 対策 第２節 対策

２０５ 用語の修正２ 避難勧告の指示、海岸線の監視、巡回等 ２ 避難勧告の指示、海岸線の監視、巡回等
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 2 1 2
( ) 関係市町村は、災害対策本部が設置された場合、あら ( ) 関係市町村は、災害対策本部が設置された場合、あらか3 3

、かじめ指定した津波危険地域堤外などを中心に海岸線の監 じめ指定した津波危険地域堤外などを中心に海岸線の監視
、 、 、 、視、巡回を行い、海水浴客、釣人、サーファー等への避難 巡回を行い 海水浴客 釣人 サーファー等への避難勧告

勧告、漁船の避難開始、漁具、養殖施設等の流出防止対策 漁船の避難開始、漁具、養殖施設等の流出防止対策の実施
の実施要請、災害弱者対策に備えた自主防災組織等への活 要請、災害時要援護者対策に備えた自主防災組織等への活
動要請などの必要な措置を講ずる。 動要請などの必要な措置を講ずる。

第13章 救援 第13章 救援
第３節 食糧の供給 第３節 食糧の供給

２１５ 名古屋食糧事務所２ 対策 ２ 対策
( )～( ) （略） (1)～(2) （略） の廃止1 2
( ) 米穀 ( ) 米穀3 3
ア （略） ア （略）
イ 主食の応急用供給 イ 主食の応急用供給

主食（米穀等）の応急用供給は、名古屋食糧事務所と緊 主食（米穀等）の応急用供給は、東海農政局と緊密な連
密な連格を図り 「応急用米穀取扱要領｣及び「災害救助 格を図り 「応急用米穀取扱要領｣及び「災害救助法が発動、 、
法が発動された場合における災害救助用米穀の取扱要領｣ された場合における災害救助用米穀の取扱要領｣により実施
により実施する。 する。

＜供給品目：米穀（精米）＞ ２１５ ＜供給品目：米穀（精米）＞
（炊出し用として米穀（精米）を確保する手順図）中 （炊出し用として米穀（精米）を確保する手順図）中

東海農政局食糧部長名古屋食糧事務所長

なお、市町村長は、緊急に必要とする場合は電話等によ なお、市町村長は、緊急に必要とする場合は電話等によ
り知事に依頼することができるほか、通信途絶などの場合 り知事に依頼することができるほか、通信途絶などの場合
には、名古屋食糧事務所の最寄りの支所長に要請を行うこ には、東海農政局に要請を行うことができる。
とができる。 ただし、いずれの場合も、事後、速やかに知事に報告す
ただし、いずれの場合も、事後、速やかに知事に報告す るものとする。

るものとする。



46

修 正 前 ページ 修 正 後 備 考
第５節 避難所の開設 第５節 避難所の開設

２１７ 用語の修正３ 避難所の運営 ３ 避難所の運営
市町村は、避難所内の混乱を防止し、安全かつ適切な管理 市町村は、避難所内の混乱を防止し、安全かつ適切な管理

、 、 、 、を図るため 避難所には市町村の職員等を配置するとともに を図るため 避難所には市町村の職員等を配置するとともに
避難所の運営に当たっては、次の点に留意する。 避難所の運営に当たっては、次の点に留意する。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）1 4 1 4
( ) 避難所内に災害弱者がいることを認めた場合は、民生 ( ) 避難所内に災害時要援護者がいることを認めた場合は、5 5

、 、 、委員、自主防災組織、ボランティアなどの協力を得て、速 民生委員 自主防災組織 ボランティアなどの協力を得て
やかに適切な措置を講ずること。 速やかに適切な措置を講ずること。
なお、必要に応じて、福祉施設への入所、保健師、ホー なお、必要に応じて、福祉施設への入所、保健師、ホー

ムヘルパーなどによる支援を行うこと。 ムヘルパーなどによる支援を行うこと。
( )～( ) （略） ( )～( ) （略）6 8 6 8

第15章 防疫・保健衛生 第15章 防疫・保健衛生
２２０ 一部修正第３節 対策 第３節 対策

１ 大規模災害が発生した場合の対策 １ 大規模災害が発生した場合の対策
(1) 防疫 (1) 防疫
ア 県として実施すべき事項 ア 県として実施すべき事項
(ア) （略） (ア) （略）
(イ) 防疫指示 (イ) 防疫措置
a 生活環境に対する措置 a 生活環境に対する措置
県は次に掲げる事項の指示を災害の規模、様態に応じ範 県は次に掲げる事項の指示を災害の規模、様態に応じ範

囲及び期間を定めて速やかに市町村に対し行う。 囲及び期間を定めて速やかに市町村に対し行うほか、必要
に応じこれを実施する。

(a) 感染症法第27条第2項の規定による感染症の病原体に (a) 感染症法第27条第2項の規定による感染症の病原体に
汚染された場所の消毒に関する指示 汚染された場所の消毒

(b) 感染症法第28条第2項の規定によるねずみ族・昆虫等 (b) 感染症法第28条第2項の規定によるねずみ族・昆虫等
の駆除に関する指示 の駆除

(c) 感染症法第29条第2項の規定による物件の消毒に関す (c) 感染症法第29条第2項の規定による物件の消毒
る指示

(d) 感染症法第31条第2項の規定による生活の用に供され （削除）
る水の供給の指示
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修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

２３８ 一部修正第22章 緊急輸送手段の確保 第22章 緊急輸送手段の確保
第３節 対策 第３節 対策
２ 緊急通行車両の事前申請及び確認 ２ 緊急通行車両の事前届出及び確認
緊急輸送等を行う計画のある車両を保有する指定行政機関 緊急輸送等を行う計画のある車両を保有する指定行政機関

等にあっては、緊急通行車両であることの確認を迅速・円滑 等にあっては、緊急通行車両であることの確認を迅速・円滑
に受けるため、県公安委員会（県警察本部）が別に定めると に受けるため、県公安委員会（県警察本部）が別に定めると
ころにより、県公安委員会（県警察本部）へ緊急通行車両の ころにより、県公安委員会（県警察本部）へ緊急通行車両の
事前申請を行うこととする。 事前届出を行うこととする。

第５編 災害復旧 第５編 災害復旧

第１章 民生安定のための緊急措置 第１章 民生安定のための緊急措置
第２節 対策 第２節 対策

２７６ 一部修正１ 義援金品の受付、配分 １ 義援金品の受付、配分
県は、各方面から被災者に対して寄託される義援金品を受 県は、各方面から被災者に対して寄託される義援金品を受

け付け、被害状況に応じた配分計画をたて、市町村に寄託し け付け、被害状況に応じた配分計画をたて、市町村に寄託し
て配分する。 て配分する。
また、日赤県支部においては、義援金の受付を行い、寄託 また、日赤県支部においては、義援金の受付を行い、寄託

された義援金は、速やかに地方公共団体の組織する配分委員 された義援金は、地方公共団体その他関係団体と配分委員会
会に送付する。 を組織して義援金の迅速・公正な配分に努める。
そのほか、報道機関、各種団体等も災害の状況により一定 そのほか、報道機関、各種団体等も災害の状況により一定

、 、 、 、期間を定めて受付を行い 寄託された金品を被災者に配分し 期間を定めて受付を行い 寄託された金品を被災者に配分し
、 。 、 、 、 。 、 、又は必要により県 市町村に寄託する なお 日赤県支部は 又は必要により県 市町村に寄託する なお 日赤県支部は

原則として義援品の受付は行わず、企業から同一規格のもの 原則として義援品の受付は行わず、企業から同一規格のもの
が相当量調達できる場合にのみ、これを受け入れる。 が相当量調達できる場合にのみ、これを受け入れる。

〈施行期日〉
この計画のうち、警戒宣言前の情報及び当該情報を踏まえ

た防災対応に関する事項については、平成１６年１月５日か
ら適用するものとし、それまでは従前の計画による。
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以上の他、計画中の字句を下記のとおり修正する。
修 正 前 ページ 修 正 後 備 考

災害弱者 災害時要援護者 文言の修正

愛知県公害防止条例 県民の生活環境の保全等に関する条例

北設楽郡稲武町 東加茂郡稲武町


